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報第９号

令和７年度下呂市一般会計繰越明許費繰越計算書の訂正につ

いて

令和８年６月５日に提出した報第４号令和７年度下呂市一般会計繰越明許費繰越計算

書について、別紙のとおり訂正して報告する。

令和８年８月 27 日提出   

                    下呂市長  山 内 登
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令和７年度下呂市一般会計繰越明許費繰越計算書

（単位：円）

左　の　財　源　内　訳

事　業　名 金　　額 翌年度繰越額 既収入特定 未　収　入　特　定　財　源

（ 限 度 額 ） 財　　　源 国・県支出金 市　　債 その他

2 総務費 1 総務管理費
総務一般管理諸経費臨時(組織再編移行
準備)

10,341,000 5,483,000 5,483,000

2 総務費 1 総務管理費
星雲会館(萩原庁舎)等管理費臨時(エレベー
ター改修)

8,998,000 8,998,000 7,400,000 1,598,000

2 総務費 1 総務管理費 市有林造林事業 16,831,000 16,830,000 8,303,639 8,526,361

2 総務費 1 総務管理費 暮らし応援商品券配布事業 373,276,000 210,519,000 192,468,863 18,050,137

2 総務費 1 総務管理費 物産振興推進事業(ECサイト運用経費) 5,440,000 5,369,000 5,368,000 1,000

2 総務費 1 総務管理費
庁内情報化推進諸経費臨時(標準準拠シ
ステム移行業務)

66,486,000 22,093,000 22,093,000

2 総務費 3
台帳費
戸籍住民基本 戸籍住民事務費臨時(標準準拠システム

(戸籍附票)移行業務)
7,260,000 7,260,000 7,260,000

2 総務費 3
戸籍住民基本
台帳費

戸籍住民事務費臨時(戸籍附票システム等改修) 3,977,000 3,977,000 3,976,000 1,000

3 民生費 2 児童福祉費 物価高対応子育て応援手当支給事業 800,000 800,000 800,000

3 民生費 2 児童福祉費
保育所運営費臨時(標準準拠システム(子
ども・子育て支援)導入業務)

3,795,000 3,795,000 3,795,000

6 農林水産業費 2 林業費 森林経営管理事業(間伐整備) 132,500,000 132,500,000 38,341,000 94,159,000

6 農林水産業費 2 林業費
沿道伐採事業(市道森８・11号線・市道
落合８号線)

14,400,000 14,400,000 14,400,000

7 商工費 1 商工費
中小企業等省エネ対策設備導入事業(LED
照明設備への切替に対する補助)

24,000,000 23,782,000 14,182,000 9,600,000

款 項
一般財源
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令和７年度下呂市一般会計繰越明許費繰越計算書

（単位：円）

左　の　財　源　内　訳

事　業　名 金　　額 翌年度繰越額 既収入特定 未　収　入　特　定　財　源

（ 限 度 額 ） 財　　　源 国・県支出金 市　　債 その他

款 項
一般財源

7 商工費 1 商工費 生産性向上支援事業 657,000 657,000 657,000

8 土木費 2 道路橋梁費
社会資本整備総合交付金事業(羽根中央
線・和川12号線)

118,140,000 118,140,000 32,901,000 85,100,000 139,000

8 土木費 2 道路橋梁費 防災・安全交付金道路事業 9,996,000 9,996,000 4,196,000 5,800,000

8 土木費 3 河川費 自然災害防止対策事業(河川) 118,370,000 118,370,000 118,200,000 170,000

8 土木費 4 都市計画費
社会資本整備総合交付金事業(地域再生
計画事業)

81,300,000 81,300,000 57,018,000 24,282,000 0

8 土木費 4 都市計画費 都市再生整備事業 8,580,000 3,000,000 1,815,000 500,000 685,000

9 消防費 1 消防費
災害対策諸経費臨時（避難所資機材購
入）

3,410,000 3,410,000 1,700,000 1,710,000

10 教育費 3 中学校費
中学校屋内運動場改修事業(萩原南中学
校屋内運動場照明LED化改修工事)

25,096,000 25,096,000 8,448,000 16,600,000 48,000

11 災害復旧費 1
農林水産業施
設災害復旧費

現年補助林業施設災害復旧事業 63,528,000 41,578,000 13,810,000 27,768,000 0

11 災害復旧費 1
農林水産業施
設災害復旧費

現年市単林業施設災害復旧事業 3,090,000 3,090,000 3,090,000 0

11 災害復旧費 2
公共土木施設
災害復旧費

現年補助災害復旧事業 14,050,000 10,661,000 1,402,689 5,958,311 3,300,000 0

1,114,321,000 871,104,000 120,844,689 324,683,813 230,600,000 0 194,975,498合　　　　　計
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報第 10 号

健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第３条第１項の規

定により、令和７年度決算に係る健全化判断比率を、下記及び別冊のとおり監査委員の意

見を付けて報告する。

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

下呂市の比率 － － ９．７ －

早期健全化基準 １２．８８ １７．８８ ２５．０ ３５０．０

・実質赤字比率欄及び連結実質赤字比率欄の「－」は赤字額がないことを表す。

・将来負担比率欄の「－」は比率が算定されないことを表す。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内 登
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報第 11 号

資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 22 条第１項の

規定により、令和７年度決算に係る資金不足比率を、下記及び別冊のとおり監査委員の意

見を付けて報告する。

（単位：％）

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

水道事業会計 － ２０．０

下水道事業会計 － ２０．０

下呂温泉合掌村事業会計 － ２０．０

金山病院事業会計 － ２０．０

資金不足比率欄の「－」は資金不足額がないことを表す。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内 登
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報第 12 号

放棄した債権の報告について

下呂市債権管理条例（平成 29 年下呂市条例第 22 号）第 16 条第１項の規定により、次の

とおり市の債権を放棄したので、同条第２項の規定により報告する。

債権の名称

（担当部署）
放棄事由

人数

(人)

件数

(件)
金額(円) 放棄年月日

休日診療所収入

（医療政策課）
第６号 １ １ 3,340

令和８年３月 26 日

医療費個人負担金

（金山病院事務課）
第１号 ２ ２ 8,880

水道料金

（上下水道課）

第３号 ４ 14 23,719

第４号 ３ 15 28,092

第６号 １ ８ 2,180,123

第７号 ２ 14 18,739

第４号 １ ２ 9,796 令和７年 10 月２日

計 11 53 2,260,469

ごみ処理手数料

（環境施設課）
第４号 １ １ 11,488 令和７年 10 月２日

合計 15 57 2,284,177

※ 件数は、月単位で発生した債権は月単位で、年度単位で発生した債権は年度単位で累計

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登       
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放棄事由の概要

下呂市債権管理条例第 16 条第１項

第１号 消滅時効に係る時効期間の満了

第２号 相続に係る限定承認があった場合で相続財産からの弁済見込なし

第３号 相続人不存在又は相続放棄

第４号 破産免責等

第５号 強制執行後の無資力

第６号 徴収停止後の期間経過

第７号 生活保護受給者又はこれに準ずる者

第８号 債権の存在につき法律上の争いがある場合に勝訴の見込みがない
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報第 13 号

一般財団法人下呂ふるさと文化財団の経営状況の報告につい

て

一般財団法人下呂ふるさと文化財団の経営状況について、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 243 条の３第２項の規定により、別紙のとおり報告する。

令和８年８月 27 日提出   

                    下呂市長  山 内  登
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令和 7年度 

 一般財団法人 下呂ふるさと文化財団 

事業報告書及び収支決算書 
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令和 7年度一般財団法人下呂ふるさと文化財団事業報告 

 
１．下呂交流会館指定管理事業 
 

一般財団法人下呂ふるさと文化財団は、令和 6 年度から令和 10 年度までの 5 年間について引き続

き下呂交流会館指定管理者として 4期目となる指定をいただいており、令和 7年度はその 2年目とな

りました。 

令和 5年 5月に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが 5類へと変更されてから既に

3 年が経過しようとしています。コロナ禍の生活様式の様々な変化は、収束後も価値観の多様化や人

間関係が疎遠化しているように思います。 

7令和 年度の累計利用者数は 60,613 人、対前年比 2,520 人の減となり、令和元年度比 3,233 人の

減、比率 94.9%となりました。また、累計宿泊者数は 8,086 人、対前年比 970 人の増となり、令和元

18年度比 人の減、比率 99.8％となりました。 

利用料とその他料金を合わせた累計額は 13,849,101 円、対前年比 2,507,924 円の減、令和元年度

比 1,041,882 円の減、比率 93.0％となりました。 

また、温アリーナの床改修工事に伴い 10月 21日から 3月 31日までの間、温アリーナの利用を休

止しました。 

利用実績等を活用した利用誘致と利用促進、イベントの周知については情報紙アクティブタイムズ

や会館ホームページ、ケーブルテレビやメールマガジンによる広報活動を行い、フリースペースの利

用促進や図書スペースの設置に向けたＰＲを実施することで交流人口の増加に努めました。また、下

呂温泉観光協会が市内の関連団体とともに毎月開催する誘致宣伝委員会には、大型コンベンションの

開催可能な施設として参加し、情報の発信及び共有を行いました。 

利用実績のうち宿泊人数が 100 人以上の規模の利用は、「全国クラブ卓球交流研修会（全国クラブ卓

球交流研修会）」、「HOT SPRING CUP 2025［バスケットボール］（GROW UP）」、「GERO4 カップ［バ

Gスケットボール］（ クラブ）」、「2025GN カップ男子・女子［バスケットボール］（GERO NORTH）」、

G「熊ちゃんカップ［バスケットボール］（ クラブ）」、「JFA バーモンドカップ全日本 U-12 フットサ

ル選手権（岐阜県サッカー協会）」、「益田カップ（下呂市バスケットボール協会）」、「卓球交流会（下

in呂温泉卓球交流会）」、「ミズノカップ（美濃加茂高校男子バスケットボール部）」、「高山カップ 下呂 

G［バスケットボール］（ クラブ）」、「バスケットボール合宿（岐阜農林高校男子バスケットボール部）」、

「オーガストマッチ（美濃加茂高校男子バスケットボール部）」、「関西学生卓球連盟国内合宿（関西

G 44学生卓球連盟）」、「下呂温泉カップ［バスケットボール］（ クラブ）」、「第 回読売旗争奪岐阜県小

学生バレーボール大会（岐阜県小学生ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ連盟）」、「ねんりんピック岐阜 2025 太極挙交流大会（ね

んりんピック岐阜 2025 下呂市実行委員会）」、「東海四県スポーツ推進委員研究大会（東海四県スポーツ推

進委員連絡協議会）」がありました。 

下呂交流会館管理運営費については、燃料価格の高騰、円安、物価高などの諸要因を受け、日常で

の節約に努めました。特に電気料金については、使用していないエリアの照明を落とす、電力デマン

ドの監視を行う等の節電対策を行うとともに、環境への配慮の観点から令和 6年度から取り組んでい

る電力契約形態「RE100電力メニュー」についても継続しました。また、維持管理面では、温アリー

ナの床改修工事及びバスケットゴール設備の更新（下呂市）や電動ロールスクリーン修繕工事、泉ホ

ールのスプリンクラー設備改修工事（下呂市）などの大規模改修工事をはじめ、その他、建物や設備

機器の修繕が多々あり、その都度、対応を行いました。 

危機管理面では、重大な事故等はありませんでしたが、来館者がエントランスホール掲示板前付近で

溝の段差につまずき転倒により怪我をされる事案がありました。溝部分に生じていた段差については修繕

工事を実施しました。 
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また、利用者の皆様が施設を安心安全にご利用いただくために、防災対策・危機管理の一環として作

成した「震災対応・避難所開設マニュアル」や「危機管理マニュアル」に基づいた行動ができるよう

職員へ周知・徹底を行い、防災・減災対策に取り組みました。 

下呂交流会館自主事業については、市民の文化芸術の振興、地域の活性化及びさまざまな交流促進

を図るための事業を実施するため、自主事業のラインナップを「鑑賞型」「普及啓発型」「地域貢献型」

の事業形態別に整理し、事業効果、費用対効果の観点から振り返りをしながら次の事業を開催しまし

た。 

鑑賞型では、 

①「4つのチェロのコンサート」 

②「綾戸智恵ジャズライブ」 

③「下呂オバケヤシキフェス」 

④「藤巻亮太アコースティックライブ」 

⑤「ピアノの森 ピアノコンサート」 

 ⑥「アクティブ 春の映画まつり 特別上映（国宝）・一般上映（6作品）」 

普及啓発型では、 

⑦「紺野美沙子名誉館長アウトリーチ事業朗読会 星はみている」 

⑧「プレトークパッケージ」 

地域貢献型では、 

⑨「Touch！スタインウェイ 2025」（ピアノ体験） 

⑩市民協働①「土着民+Goo連帯スペシャルライブ」 

⑪市民協働②「謡艶夜（今井＆森本）」 

⑫市民協働③「第 1回 Gero Active！Free Live！」 

これらの事業当日は、アクティブサポーターズ「もてなし隊」「たくみ隊」のご協力をいただきなが

ら開催しました。 

 

２．ふるさと文化振興事業（財団独自事業） 
 

基本財産運用収入により実施するふるさと文化振興事業については、市内の地域文化・伝統文化、歴

59  史などをテーマにした「ふるさと講座」として［第 回ふるさと講座 ましたの伝統漁法・魚食文化講

 座・展示］、市内の歴史的見どころを探訪する「歴史探訪」として［下呂歴史探訪ⅩⅧ⑱ 今昔さんぽ“飛

騨街道萩原宿”］、「鑑賞会」として、小さな子どもにも音楽を楽しむ機会を提供する［BIRTH わくわく！

ファミリーコンサート］を開催しました。また、市内で独自に文化事業に取り組む団体や新たな文化・

 芸術の定着を目指す団体等に対して、「ふるさと文化振興助成金」の前期分として［下呂市民吹奏楽団 第

19  回下呂市吹奏楽祭］、［映画「男神」を支援する会 映画「男神」特別先行上映会］及び［石彫シンフ

ォニウム実行委員会 Symphonium（シンフォニウム）2025 3下呂］の 件に対して助成金の交付を行い

ました。なお、後期分については、助成金の交付実績はありませんでした。 
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7令和 年度 理事会・評議員会 議決事項等 

 

 提出日 議決日 内  容 

監 査 5 8月 日 5 8月 日 6・決算監査（令和 年度事業報告及び収支決算報告ほか） 

1第 回 

理事会 
5 12月 日 5 12月 日 

6・令和 年度事業報告及び収支決算報告の承認について 

6・令和 年度公益目的支出計画実施報告書の承認について 

6・令和 年度代表理事及び業務執行理事の職務執行状況（下半期分）

について 

7・令和 年度定時評議員会の開催について 

7 ( )・令和 年度ふるさと文化振興助成金 前期分 の交付審査について 

7 1・令和 年度第 次補正予算について 

1第 回 

評議員会 
5 28月 日 5 28月 日 

6・令和 年度正味財産増減計算書及び貸借対照表並びにこれらの 

付属明細書の承認について 

・評議員及び役員の選任について 

7  1・令和 年度 第 次補正予算について 

2第 回 

理事会 
6 2月 日 6 2月 日 ・業務執行理事の選任について 

3第 回 

理事会 
10 30月 日 10 30月 日 

7 ( )・令和 年度ふるさと文化振興助成金 後期分 の交付審査について 

7・令和 年度代表理事及び業務執行理事の職務執行状況（上半期）

について 

4第 回 

理事会 
3 13月 日 3 13月 日 

8・令和 年度事業計画および収支予算について 

7  2・令和 年度 回評議員会の開催について 

2第 回 

評議員会 
3 18月 日 3 18月 日 8・令和 年度事業計画および収支予算について 
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一般財団法人下呂ふるさと文化財団 評議員、役員名簿 

 

6 5 27 10 5評 議 員（任期 令和 年 月 日～令和 年 月定時評議員会） 

氏  名 初回就任年月日 

野村  勝 

中村 好一 

熊崎  淑 

H24.4.1 

R5.5.29 

R7.5.28 

 

 6 5 27 10 5役員 監事（任期 令和 年 月 日～令和 年 月定時評議員会） 

氏  名 初回就任年月日 

清水 幹男 

熊崎 龍毅 

R2.5.28 

R7.5.28 

 

 6 5 27 8 5役員 理事（任期 令和 年 月 日～令和 年 月定時評議員会） 

役 職 名 氏  名 初回就任年月日 

代 表 理 事 

業務執行理事 

理 事 

理 事 

理 事 

理 事 

理 事 

二村 文康 

山中 昌弘 

田谷 諭志 

熊崎 敬子 

萼 富美子 

永田 光由 

林  利春 

H24.4.1 

R7.5.28 

R4.5.27 

H24.4.1 

H24.4.1 

H30.5.28 

R5.5.29 
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＜令和 7年度実施事業＞ 

１．下呂交流会館指定管理事業 

 

（１）会館の運営に関すること 

①責任者ほか必要な人員の配置 

②会館の利用申請の受付・許可 

③利用料金の収受 

④舞台設備の管理・操作 

⑤広報・宣伝 

⑥施設内のカフェ、自動販売機設置に関すること 

 

（２）施設等の維持管理に関すること 

   施設の適正な維持管理のため、清掃、施設・設備点検等の保守点検及び修繕、植栽保全等敷地内

環境美化を行った。 

①清掃業務 

②建築物環境衛生管理点検報告業務 

③電気・空調・給排水衛生設備管理 

④施設・設備保守点検 

⑤特殊建築物定期点検報告業務 

⑥修繕 

⑦植栽の管理 

⑧駐車場の管理 

⑨備品の管理 

⑩施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等災害の発生を警戒・防止し、財産

の保全を図るとともに利用者の安全を守るために、保安管理を適切に行い、開館時間以外の時間

帯については、機械警備を行った。 
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（３）事業の企画及び開催に関すること 

 

形 態 ジャンル 事 業 名 開催日 

鑑 賞 型 

クラシック他 ①「4つのチェロのコンサート」 5 31月 日（土） 

ジャズ ②「綾戸智恵ジャズライブ」 8 22月 日（金） 

ホラー体験 

イベント 
③「下呂オバケヤシキフェス」 

8 30月 日（土） 

31～ 日（日） 

ポップス ④「藤巻亮太アコースティックライブ」 10 28月 日（火） 

クラシック ⑤「ピアノの森 ピアノコンサート」 11 8月 日（土） 

映 画 

 ⑥「アクティブ 春の映画まつり）」 
 

＊特別上映『国宝』 
 

＊一般上映 6作品 

『九十歳。何がめでたい』 

『シンペイ 歌こそすべて』 

『侍タイムスリッパー』 

『ホワイトバード はじまりのワンダー』 

 『それいけ！アンパンマン チャポンのヒーロー』 

『映画おしりたんてい スター・アンド・ムーン』 

 
 

2 21月 日（土） 

 

 

3 19月 日（木） 

21～ 日（土） 

普及啓発型 

朗読会 
⑦「紺野美沙子名誉館長アウトリーチ事業朗読会 

『星は見ている』」 
7 20月 日（日） 

井戸端会議 ⑧「プレトークパッケージ」 
9 22月 日（月） 

23～ 日（火） 

地域貢献型 

ピアノ体験 

イベント 
⑨「Touch！スタインウェイ 2025」 

5 3月 日（土祝） 

6～ 日（振休） 

市民協働① ⑩「土着民+Goo連帯スペシャルライブ」 7 25月 日（金） 

市民協働② ⑪「謡艶夜（今井＆森本）」 10 3月 日（金） 

市民協働③ ⑫「第 1回 Gero Active！Free Live！」 3 28月 日（土） 

そ の 他 
翌年度事業 

準備 
翌年度以降の事業の企画・交渉・広報宣伝 通年 
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（４）危機管理体制の整備、運用に関すること 

①緊急時の対策及び防犯、防災対策、事故等の未然防止及び事故発生時の対応について、マニュア

ルに基づき、従事者に指導及び訓練を行った。 

②災害等の発生時には、下呂市地域防災計画に基づく防災上重要な施設の管理者としての責務を果

たす。 

③利用者の安全を図るため設置された、自動体外式除細動器(AED)の日常の動作確認を行った。 

④下呂市防火管理者連絡協議会主催による普通救命講習会に参加した。 

 

（５）市民協働 

  ①市民協働による運営を行った。 

＊アクティブサポーターズ 

  ・たくみ隊  事業の企画・運営 （令和 8年 3月現在登録者 6人） 

・もてなし隊 ホールスタッフ  （令和 8年 3月現在登録者 7人） 

・ピアノ弾き込みボランティア  （令和 8年 3月現在登録者 10人） 

 

（６）行政との連携 

下呂市の担当部署及び関係部署と下呂交流会館による「下呂交流会館運営協議会」を開催し、会

館のよりよい管理、運営を目指して行政との意見交換を行う。 

＊運営協議会としての開催はなく、温アリーナ床改修工事や泉ホールスプリンクラー設備改修

工事をはじめ維持管理に関すること、また、次年度指定管理料等予算編成に関する協議のた

め日常的に担当課と多くの打ち合わせ会を行った。 

 

（７）誘致・宣伝・販売促進 

①誘致・宣伝 

・観光協会等と連携し旅行業者への誘致活動については、コロナ禍以降、休止中。 

・合宿等の誘致に学校、企業などへの誘致活動を行った。 

・下呂温泉観光協会が毎月開催する誘致宣伝委員会に参加し、情報の発信及び共有を行った。 

②チケット販促 市内各地へ出向きポスター掲示、チラシの配布、イベントの紹介を行った。 

 

（８）定期刊行物による情報発信 

   交流会館でのイベントの周知のため情報発信を行った。 

 

（９）その他 

①視察の対応等を行った。 

②会館の管理運営について市が必要と認める業務等はなし。 

事  業  名 内 容 頻度 

定期刊行物による情報発信 情報紙の発行 アクティブタイムズ 毎月 1回 

会館ホームページの運営 イベント関連情報の随時更新 随 時 

ケーブルテレビによるイベント情報発信 
情報提供番組「アクティブタイム」 

制作協力、出演 

毎 月 

１番組 

メールマガジンによるイベント情報提供 
下呂市 LINE・メール配信サービスによる

情報提供 
随 時 
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２．ふるさと文化振興事業（財団独自事業） 

 

（１）文化に関する研究会、講演会、鑑賞会等の開催 

   地域文化・伝統文化の保護・育成と、芸術の普及・向上、文化の創造のための事業を行った。 

①講演会、見学会等 

地域の文化について関心を高めるとともに理解を深め、私たちの「ふるさと」を再認識するため

の事業を行った。 

形態 事   業   名 会場 時期 

講演会等 

ふるさと講座 

59「第 回ふるさと講座 ましたの伝統漁法・

魚食文化講座・展示」 

下呂交流会館 

多目的室Ａ 

6月 7日（土） 

 ・8日（日） 

見学会 

歴史探訪 

「下呂歴史探訪ⅩⅧ⑱ 

今昔さんぽ“飛騨街道萩原宿”」 

萩原地域 3月 14日（土） 

②鑑賞会等 

芸術作品や音楽などの鑑賞会等 

市内出身者や関係者等による楽曲の製作や演奏会、美術などの展覧会の開催 

 

（２）地域文化及び伝統文化の育成援助 

地域文化の発展のため、住民主体の文化的活動に対する助成を行った。 

3ふるさと文化振興助成金交付明細 件 

区分 団体名 行事名・活動名 助成金額 回数 

前期 下呂市民吹奏楽団 19「第 回下呂市吹奏楽祭」 50,000 円 3 回目 

前期 映画「男神」を支援する会 「映画「男神」特別先行上映会」 100,000 円 1 回目 

前期 
石彫シンフォニウム 

      実行委員会 

「Symphonium（シンフォニウム）

2025 下呂」 
70,000 円 2 回目 

 

（３）文化資料及び芸術作品の調査研究と保護 

地域の歴史、文化、自然についての調査、研究 

 

（４）情報の発信や公開のため、財団のホームページの運営を行った。 

 

形態 事   業   名 会場 時期 

制作、 

発表 

鑑賞会等 

「 BIRTH わくわく！ファミリーコンサート」 

下呂交流会館 

泉ホール 
3 8月 日（日） 

形態 事  業  名 

調査、研究 ※対象事業なし 

形態 事  業  名 

情報発信、公開 ホームページの運営 https://gero-furusato.jpn.org 
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自：令和 ７年　４月　１日
至：令和 ８年　３月３１日

〒509-2202
岐阜県下呂市森2270番地3

一般財団法人下呂ふるさと文化財団

代表理事　　二村　文康

財　務　諸　表
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法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　 　減

Ⅰ  資産の部
   1. 流動資産
          現金預金 19,220,828 20,490,281 △ 1,269,453
          未収金 214,020 272,680 △ 58,660
　　　　　仮払金 77,887 0 77,887
          つり銭準備金 50,000 50,000 0
        流動資産合計 19,562,735 20,812,961 △ 1,250,226
   2. 固定資産
     (1)基本財産
          定期預金 846,000 846,000 0
          投資有価証券 99,154,000 99,154,000 0
        基本財産合計 100,000,000 100,000,000 0
     (2)特定資産
        特定資産合計 0 0 0
     (3)その他固定資産
        その他固定資産合計 0 0 0
        固定資産合計 100,000,000 100,000,000 0
        資産合計 119,562,735 120,812,961 △ 1,250,226
Ⅱ  負債の部
   1. 流動負債
          未払金 12,341,212 13,969,958 △ 1,628,746
　　　　　未払消費税等 1,669,600 1,286,600 383,000
          預り金 84,200 87,000 △ 2,800
        流動負債合計 14,095,012 15,343,558 △ 1,248,546
   2. 固定負債
        固定負債合計 0 0 0
        負債合計 14,095,012 15,343,558 △ 1,248,546
Ⅲ  正味財産の部
   1. 指定正味財産
          下呂市出捐金 100,000,000 100,000,000 0
        指定正味財産合計 100,000,000 100,000,000 0
　　（うち基本財産への充当額） (100,000,000) (100,000,000) 0
　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0
   2. 一般正味財産 5,467,723 5,469,403 △ 1,680
　　（うち基本財産への充当額） 0 0 0
　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0
        正味財産合計 105,467,723 105,469,403 △ 1,680
        負債及び正味財産合計 119,562,735 120,812,961 △ 1,250,226

貸借対照表

令和 8年  3月 31日 現在
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法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　 　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
   1. 経常増減の部
     (1)経常収益
          ①基本財産運用益
            基本財産受取利息 1,901,057 1,900,016 1,041
          ②事業収益
            下呂交流会館指定管理事業収益 161,923,644 166,906,311 △ 4,982,667
            ふるさと文化振興事業収益 0 237,000 △ 237,000
          ③受取補助金等
          ④雑収益
            受取利息 70,654 21,840 48,814
            雑収益 2,597 895,036 △ 892,439
        経常収益計 163,897,952 169,960,203 △ 6,062,251
     (2)経常費用
          ①事業費
            給料手当 49,566,915 48,608,382 958,533
            臨時雇賃金 0 60,162 △ 60,162
            福利厚生費 9,077,795 9,153,047 △ 75,252
            旅費交通費 0 0 0
            通信運搬費 575,168 612,213 △ 37,045
            備品費 0 377,300 △ 377,300
            消耗品費 1,448,943 1,689,912 △ 240,969
            修繕費 7,438,654 8,621,441 △ 1,182,787
            印刷製本費 2,624,330 2,314,990 309,340
            燃料費 4,223,322 4,266,297 △ 42,975
            光熱水料費 18,991,137 19,676,093 △ 684,956
            賃借料 2,516,999 3,383,247 △ 866,248
            保険料 761,338 742,782 18,556
            諸謝金 209,000 50,116 158,884
            租税公課 5,930,077 5,655,597 274,480
            支払負担金 31,600 31,600 0
　　　　　　支払補助金 220,000 70,000 150,000
            委託料 56,635,185 61,306,610 △ 4,671,425
            食糧費 161,501 220,731 △ 59,230
　　　　　　広告宣伝費 50,000 44,000 6,000
            手数料 2,462,490 3,114,378 △ 651,888
            施設整備費 0 0 0
　　　　　　著作権使用料等 230,835 399,328 △ 168,493
　　　　　　雑費 0 0 0
          ②管理費
　　　　　　役員報酬 240,000 270,000 △ 30,000
            会議費 4,095 4,725 △ 630
            旅費交通費 14,800 16,800 △ 2,000
            通信運搬費 11,880 24,126 △ 12,246
　　　　　　印刷製本費 63,790 61,710 2,080
            賃借料 24,480 30,945 △ 6,465
　　　　　　租税公課 326,336 325,160 1,176
            手数料 4,130 27,130 △ 23,000
            委託費 22,832 36,394 △ 13,562
            雑費 32,000 30,000 2,000
        経常費用計 163,899,632 171,225,216 △ 7,325,584
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,680 △ 1,265,013 1,263,333
          当期経常増減額 △ 1,680 △ 1,265,013 1,263,333
   2. 経常外増減の部
     (1)経常外収益
        経常外収益計 0 0 0
     (2)経常外費用
        経常外費用計 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0
          税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,680 △ 1,265,013 1,263,333
          当期一般正味財産増減額 △ 1,680 △ 1,265,013 1,263,333
          一般正味財産期首残高 5,469,403 6,734,416 △ 1,265,013
          一般正味財産期末残高 5,467,723 5,469,403 △ 1,680
Ⅱ  指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額 0 0 0
          指定正味財産期首残高 100,000,000 100,000,000 0
          指定正味財産期末残高 100,000,000 100,000,000 0
Ⅲ  正味財産期末残高 105,467,723 105,469,403 △ 1,680

正味財産増減計算書

令和 7年  4月  1日 から令和 8年  3月 31日 まで
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法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

（単位：円）

実施事業等会計 その他会計

ふるさと文化振興事業 下呂交流会館指定管理事業

Ⅰ  一般正味財産増減の部
   1. 経常増減の部
     (1)経常収益
          基本財産運用益
            基本財産受取利息 0 0 1,901,057 1,901,057
          事業収益
            下呂交流会館指定管理事業収益 0 161,923,644 0 161,923,644
            ふるさと文化振興事業収益 0 0 0 0
          雑収益
            受取利息 0 60,588 10,066 70,654
            雑収益 0 2,597 0 2,597
        経常収益計 0 161,986,829 1,911,123 0 163,897,952
     (2)経常費用
          事業費
            給料手当 0 49,566,915 0 49,566,915
　　　　　　臨時雇賃金 0 0 0 0
            福利厚生費 0 9,077,795 0 9,077,795
            旅費交通費 0 0 0 0
            通信運搬費 1,347 573,821 0 575,168
            備品費 0 0 0 0
            消耗品費 58,896 1,390,047 0 1,448,943
            修繕費 0 7,438,654 0 7,438,654
            印刷製本費 233,480 2,390,850 0 2,624,330
            燃料費 0 4,223,322 0 4,223,322
            光熱水料費 0 18,991,137 0 18,991,137
            賃借料 98,820 2,418,179 0 2,516,999
            保険料 2,678 758,660 0 761,338
　　　　　　諸謝金 209,000 0 0 209,000
            租税公課 0 5,930,077 0 5,930,077
            支払負担金 0 31,600 0 31,600
            支払補助金 220,000 0 0 220,000
            委託料 167,160 56,468,025 0 56,635,185
            食糧費 12,248 149,253 0 161,501
　　　　　　広告宣伝費 0 50,000 0 50,000
            手数料 162,305 2,300,185 0 2,462,490
            施設整備費 0 0 0 0
　　　　　　著作権使用料等 2,526 228,309 0 230,835
　　　　　　雑費 0 0 0 0
          管理費
　　　　　　役員報酬 0 0 240,000 240,000
            会議費 0 0 4,095 4,095
            旅費交通費 0 0 14,800 14,800
            通信運搬費 0 0 11,880 11,880
　　　　　　印刷製本費 0 0 63,790 63,790
            賃借料 0 0 24,480 24,480
　　　　　　租税公課 0 0 326,336 326,336
            手数料 0 0 4,130 4,130
            委託費 0 0 22,832 22,832
            雑費 0 0 32,000 32,000
        経常費用計 1,168,460 161,986,829 744,343 0 163,899,632
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,168,460 0 1,166,780 △ 1,680
          当期経常増減額 △ 1,168,460 0 1,166,780 △ 1,680
   2. 経常外増減の部
     (1)経常外収益
        経常外収益計 0 0 0 0
     (2)経常外費用
        経常外費用計 0 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0 0
          税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,168,460 0 1,166,780 0 △ 1,680
          当期一般正味財産増減額 △ 1,168,460 0 1,166,780 △ 1,680
          一般正味財産期首残高 5,469,403
          一般正味財産期末残高 5,467,723
Ⅱ  指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
          指定正味財産期首残高 100,000,000
          指定正味財産期末残高 100,000,000
Ⅲ  正味財産期末残高 105,467,723

貸借対照表を会計区分していないため、一般正味財産期首残高、一般正味財産期末残高及び、指定正味財産期首残高、指定正味財産期末残高並びに
正味財産期末残高は合計欄に記載している。

正味財産増減計算書内訳表

令和 7年  4月  1日 から令和 8年  3月 31日 まで

科　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計
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前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

846,000 0 0 846,000

99,154,000 0 0 99,154,000

100,000,000 0 0 100,000,000

100,000,000 0 0 100,000,000

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

846,000 (846,000) (0) ―
99,154,000 (99,154,000) (0) ―
100,000,000 (100,000,000) (0) ―
100,000,000 (100,000,000) (0) ―

帳簿価額 時価 評価損益

99,154,000 100,684,600 1,530,600

99,154,000 100,684,600 1,530,600合　　計

（１）実施事業資産は保有していないため、貸借対照表内訳表の作成を行わない。

５．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

  定期預金

  投資有価証券（基）

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

種類及び銘柄

第121回　利付国債

（単位：円）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　について重要性に乏しいため、適用していない。）

（２）消費税等の会計処理

　　　満期保有目的の債券……購入時の取得価額によっている。（償却原価法については、取得価額と債券金額との差額

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

合　　計

基本財産
  定期預金
  投資有価証券（基）

小　　計

合　　計

小　　計

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

　　　外部拠出型の中小企業退職金共済制度に加入しており、当該制度に基づく要拠出額を費用処理している。

基本財産

科　目

重要な会計方針は次のとおりである。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（３）退職給与の会計処理

財務諸表に対する注記
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該当なし。

２．引当金の明細

法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

　　附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。
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法　人　名：一般財団法人下呂ふるさと文化財団

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　額

（流動資産）
普通預金 飛騨農協・十六銀行・ゆうちょ銀行・益田信用組合 19,220,828
未収金 南ひだ森林組合　外 214,020
仮払金 77,887
つり銭準備金 50,000

19,562,735
（固定資産）
基本財産

定期預金 益田信用組合／本店営業部　0343547 846,000

投資有価証券 第121回　利付国債 99,154,000

100,000,000
119,562,735

（流動負債）
未払金 下呂市　外 指定管理料余剰金返還金　外 12,341,212
未払消費税等 高山税務署 当期確定消費税等 1,669,600
預り金 従業員 住民税 84,200

14,095,012
0

14,095,012
105,467,723

財　産　目　録

令和 8年  3月 31日 現在

貸　借　対　照　表　科　目

流動資産合計

　　負債合計
　　正味財産

固定資産合計
　　資産合計

流動負債合計
固定負債合計
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令和８年度 

事業計画書及び収支予算書 

 一般財団法人 下呂ふるさと文化財団 
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8令和 年度一般財団法人下呂ふるさと文化財団事業計画 

 
１．下呂交流会館指定管理事業 
 

一般財団法人下呂ふるさと文化財団は、下呂交流会館指定管理者として第 4期目となる指定をいただ

いており、令和 8年度はその 3年目となります。これまでの経験と蓄積したノウハウ、利用者との信頼

関係を大切にして慢心することなく業務に邁進して参ります。 

令和 5年 5月に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが 5類へと変更されてから 3年が

経過しようとする中、温アリーナの改修工事に伴う利用休止前の上半期につきましては、利用人数及び

宿泊者数は徐々に増加している傾向にあります。 

コロナ前の令和元年度 4 月から 2 月末までの利用者数の累計は 63,171 人、宿泊者数の累計は 8,021

人に対して、令和 7年度の利用者数は 58,245人で比率は 92.2%（令和 6年度同時期では 91.4%）、宿泊

者数は 8,032人で比率は 100.1%（令和 6年度同時期では 86.3%）となっています。 

令和元年度 4 月から 2 月末までの利用料収入とその他料金収入の累計額は、14,879,763 円、令和 7

年度は 12,318,866円で比率は 82.8%（令和 6年度同時期では 104.2%）となっており、10月 21日から

のアリーナ利用休止による影響を受けているものと思われます。 

今後も継続利用の斡旋、会館ホームページや情報紙アクティブタイムズによる広報活動を行うことで

継続性のある利用促進に努めるとともに、下呂温泉観光協会が市内の関連団体とともに毎月開催する誘

致宣伝委員会には、大型コンベンションの開催可能な施設として参加し、情報の発信及び共有を行いま

す。また、温アリーナが令和 8年 4月 1日にリニューアルオープンするのを記念し、『温アリーナ無料

体験会』を実施することで、新たな利用者の拡大に繋げていきます。また、会館運営の円滑な実施、情

報交換や業務の調整を図るため、下呂市下呂交流会館の管理に関する基本協定書に基づき下呂市主導に

よる「下呂交流会館運営協議会」を設置し、関係者からの意見を聞く場を設けます。 

令和 8年度は、スポーツ大会や合宿、会合において、東海・北信越エリアを対象とする催し物の会場

となることから、県外から多くの方々が下呂温泉を訪れていただけることが期待できます。主催者との

打合せを綿密に行い催しがスムーズに開催されるよう準備し、ホスピタリティ溢れる対応に心がけてい

きたいと思います。 

下呂交流会館管理運営費については、燃料価格の高騰、円安、物価高などの諸要因により節約に努め

ているものの依然高い水準にあり、さらにイラン情勢による影響も懸念されます。特に電気料金につい

ては、使用していないエリアの照明を落とす、電力デマンドの監視を行う等の節電対策を行うとともに、

環境への配慮の観点から令和 6年度から取り組んでいる電力契約形態「RE100電力メニュー」について

も継続し、電力会社との契約を単年度から複数年度にすることで、契約単価の見直しに努めます。 

下呂交流会館は開館 17 年目となり、建物の修繕、設備や機器のメンテナンスや交換が必要となって

きています。引き続き、安心で安全な施設の維持管理を計画的に進めて参ります。 

南海トラフ巨大地震の発生、阿寺断層系地震の発生も危惧されるなか、利用者の皆様が施設を安心安

全にご利用いただくために、防災対策・危機管理の一環として作成した「震災対応・避難所開設マニュ

アル」に基づいた行動ができるように備え、定期的に訓練を実施し、防災・減災対策に取り組んでいき

たいと思います。また、避難情報が出された際は、下呂市と交した避難所開設に関する「覚書」に沿っ

た適切な対応を行います。 

下呂交流会館自主事業については、市民の文化芸術の振興、地域の活性化及びさまざまな交流促進を

図るための事業を実施するため、自主事業のラインナップを「鑑賞型」「普及啓発型」「地域貢献型」の

事業形態別に整理しながら、事業効果、費用対効果の観点から振り返りをしながら次の事業へと結び付
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けていきたいと思います。 

鑑賞型では、 

①アメリカ五大オーケストラの一つに数えられる名門から、世界的トランペット奏者、マイケル・サ

ックスを筆頭に金管楽器の精鋭たちが初来日し、地元下呂市で世界水準の演奏を楽しんでいただく

「クリーヴランド管弦楽団 金管五重奏」 

②下呂市の幅広い年代が来場し、お笑いというエンターテインメントを楽しんでいただく「アクティブお

笑いライブ！2026」 

③瑞々しい感性と斬新なハーモニーを生かした自作曲、ジャンルを超えた幅広いレパートリー、即興で情

景や心情を曲にするなど、唯一無二の音楽世界を描く「【共催】紀平凱成  ピアノ・コンサート」 

④小さなお子さまにも上質な文化芸術を気軽に楽しめる環境を提供し、子育て世代の下呂交流会館に対す

る印象を高める機会とする「劇団四季ファミリーミュージカル『カモメに飛ぶことを教えた猫』」 

⑤特別協賛団体の「地域への文化振興」を目的とし、開催地域と共に作り上げる特別な音楽祭「【共催】下

呂音楽祭」 

⑥円熟さえ感じられる重厚な表現と鋭い感性、鉄壁のテクニックで世界中の聴衆を虜にしたエヴァの岐阜

県初の「【共催】エヴァ・ゲヴォルギヤンピアノ・コンサート」 

⑦泉ホールステージ上に客席を設け、出演者と聴衆が近い距離で音楽を共有し楽しんでいただける「アク

ティブ・オンステージ・コンサート 大阪交響楽団 木管五重奏 コンサート」 

⑧新たな来場者（おもに子育てが落ち着く 40～50代）を開拓するため、その第二弾事業として集客を目指

す世代から支持を集める「My Little Lover コンサート」 

⑨映画館のない下呂市で気軽に大型スクリーンでの鑑賞を望む市民の要望に応えるため、世代を問わず多

くの方に楽しんでいただける多彩な作品を厳選してお届けする「アクティブ春の映画まつり」を計画し

ます。 

普及啓発型では、 

⑩下呂交流会館で実施が難しい作品を気軽に楽しむ機会を提供し、専門家の講義などを設けることで独自

性を高め企画力と主催事業への参加価値の向上を図る「プレトークパッケージ」を計画します。 

地域貢献型では、 

⑪世界中のピアノ演奏者から絶大な信頼を得ているスタインウェイ＆サンズ社製のフル・コンサー

ト・グランドピアノとヤマハ社製ピアノを音響反射板を設置した泉ホールを独占して、演奏体験を

していただく「Touch！スタインウェイ 2026」 

市民協働として、⑫「佐久間順平 コンサート ゲスト：混声合唱団 Ｆｅｅｌ」、⑬「第2回Gero Active！

Free Live！（市民出演）」の 2事業をアクティブサポーターズ「たくみ隊」とともに企画・運営します。 

また、これらの事業当日は、アクティブサポーターズ「もてなし隊」のご協力をいただきながら開催

します。 

 

２．ふるさと文化振興事業（財団独自事業） 
 

基本財産運用収入により実施する『ふるさと文化振興事業』については、市内の地域文化・伝統文化、

歴史などをテーマにした「ふるさと講座」［柳田國男と飛騨（仮題）］、市内の歴史的見どころを探訪

する「歴史探訪」［下呂歴史探訪⑲（地域未定）］、「鑑賞会」として、市民の方が気軽に音楽を楽しんで

いただける［音楽系コンサート（仮題）］を企画します。また、市内で独自に文化事業に取り組む団体

や新たな文化・芸術の定着を目指す団体等に対して、「ふるさと文化振興助成金」による支援を行いま

す。 
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＜事業内容＞ 

１．下呂交流会館指定管理事業 

 

（１）会館の運営に関すること 

①責任者ほか必要な人員の配置 

②会館の利用申請の受付・許可 

③利用料金の収受 

④舞台設備の管理・操作 

⑤広報・宣伝 

⑥施設内のカフェスペース、自動販売機設置に関すること 

 

（２）施設等の維持管理に関すること 

施設の適正な維持管理のため、清掃、施設・設備点検等の保守点検及び修繕、植栽保全等敷地内環

境美化を行う。 

①清掃業務 

②建築物環境衛生管理点検報告業務 

③電気・空調・給排水衛生設備管理 

④施設・設備保守点検 

⑤特殊建築物定期点検報告業務 

⑥修繕 

⑦植栽の管理 

⑧駐車場の管理 

⑨備品の管理 

⑩施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等災害の発生を警戒・防止し、財産の

保全を図るとともに利用者の安全を守るために、保安管理を適切に行う。 

開館時間以外の時間帯については、機械警備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-32-



（３）事業の企画及び開催に関すること 

施設設置目的を具現化するため、市民の文化芸術・スポーツの振興、地域の活性化及び交流産業の

振興に資する事業を実施する。 

 

形 態 ジャンル 事   業   名 実施予定月日 

鑑 賞 型 

クラシック ① クリーヴランド管弦楽団 金管五重奏 6月 6日（土） 

お笑い ② アクティブお笑いライブ！2026 
7月 5日（日） 

（調整中） 

クラシック他 ③【共催】紀平凱成 ピアノ・コンサート 
7月 19日（日） 

（調整中） 

ミュージカル 
④ 劇団四季ファミリーミュージカル 

「カモメに飛ぶことを教えた猫」 
8月 1日（土） 

クラシック ⑤【共催】下呂音楽祭 
8月 13日（木） 

～15日（土） 

クラシック 
⑥【共催】エヴァ・ゲヴォルギヤン 

ピアノ・コンサート 
9月 5日（土） 

クラシック他 
⑦ アクティブ・オンステージ・コンサート 

  大阪交響楽団 木管五重奏コンサート 
9月 23日（水祝） 

ポップス ⑧ My Little Lover コンサート 11月 6日（金） 

映画 ⑨ アクティブ春の映画まつり 令和 9年 3月 

普及啓発型 井戸端会議 ⑩ プレトークパッケージ 
未 定 

（調整中） 

地域貢献型 

ピアノ体験 

イベント 
⑪ Touch！スタインウェイ 2026 

5月 2日（土） 

～6日（水振休） 

市民協働① 
⑫ 佐久間順平 コンサート 

ゲスト：混声合唱団 Ｆｅｅｌ 
7月 26日（日） 

市民協働② ⑬ 第 2回 Gero Active！Free Live！ 令和 9年 3月 

その他 
翌年度事業 

準備業務 
翌年度以降の事業の企画・交渉・広報宣伝 通 年 

 

（４）危機管理体制の整備、運用に関すること 

①緊急時の対策及び防犯、防災対策、事故等の未然防止及び事故発生時の対応について、マニュアル

に基づき、従事者に指導及び訓練を行う。 

②災害等の発生時には、下呂市地域防災計画に基づく防災上重要な施設の管理者としての責務をはた

す。 

③利用者の安全を図るため設置された、自動体外式除細動器(AED)の日常の動作確認を行い、取り扱

い研修を行う。 
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（５）市民協働 

①市民協働による運営を推進する。 

＊アクティブサポーターズ 

・たくみ隊  事業の企画・運営 

・もてなし隊 ホールスタッフ 

・ピアノ弾きこみボランティア 

 

（６）行政、関係団体との連携 

下呂市の担当部署及び関係部署、関連団体や有識者等と下呂交流会館による「下呂交流会館運営協議会」

を開催し、会館のよりよい管理、運営を目指して情報交換や業務の調整を図る。 

 

（７）誘致・宣伝・販売促進 

①誘致・宣伝 

・学校、企業、団体への合宿利用等の継続的な誘致活動を行う。 

・下呂温泉観光協会が毎月開催する誘致宣伝委員会に参加し、情報の発信及び共有を行う。 

・観光協会等と連携し旅行業者への誘致活動については、コロナ禍以降、休止中。 

②チケット販促 市内各地へ出向きポスターの掲示、イベントの紹介、チケットの販売を行う。 

 

（８）定期刊行物による情報発信 

交流会館でのイベントの周知のため情報発信を行う。 

 

事  業  名 内  容 頻度 

定期刊行物による情報発信 広報紙の発行 アクティブタイムズ 毎月１回 

会館ホームページの運営 イベント関連情報の随時更新 随 時 

ケーブルテレビによるイベント情報発信 情報提供番組「アクティブタイム」 

制作協力、出演 

毎月１番組 

メールマガジンによるイベント情報提供 下呂市 LINE・メール配信サービスによ

る情報提供 

随 時 

 

（９）その他 

①視察の対応を行う。 

②フリースペースの有効活用を行う。 

③会館の管理運営について市が必要と認める業務を行う。 
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２．ふるさと文化振興事業（財団独自事業） 

 

（１）文化に関する研究会、講演会、鑑賞会等の開催 

地域文化・伝統文化の保護・育成と、芸術の普及・向上、文化の創造のための事業を行う。 

①講演会、見学会等 

地域の文化について関心を高めるとともに理解を深め、私たちの「ふるさと」を再認識するため 

の事業を行う。 

形態 事  業  名 会場 時期 対象 

講演会等 
ふるさと講座 

「柳田國男と飛騨（仮題）」 
下呂交流会館 未定 

子ども
～一般 

見学会 
歴史探訪 

「下呂歴史探訪⑲」 

下呂市内 
（地域未定） 

未定 
子ども
～一般 

 

②鑑賞会等 

 

（２）地域文化及び伝統文化の育成援助 

地域文化の発展のため、住民主体の文化的活動に対する助成を行う。 

 

（３）文化資料及び芸術作品の調査研究と保護 

地域の歴史、文化、自然についての調査、研究を行う。 

 

（４）情報の発信や公開のため、財団のホームページの運営 

 

形態 事  業  名 会場 時期 対象 

制作、発表 

市内出身者や関係者等による楽曲の製

作や演奏会、美術などの展覧会の開催 

鑑賞会等「音楽系コンサート」（仮題） 

下呂交流会館 未定 
子ども

～一般 

形態 事  業  名 

補助事業 ふるさと文化振興助成金交付 

形態 事  業  名 

調査、研究 下呂石に関する調査研究等 

形態 事  業  名 

情報発信、公開 ホームページの運営 https://gero-furusato.jpn.org 
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令和 8 年度 収支予算書 

一般財団法人下呂ふるさと文化財団 

【当初予算】 

令和 8 年 4 月 1 日 
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1／2ページ

一般財団法人  下呂ふるさと文化財団
【指定管理業務】           （単位：円）
           科     目 予  算  額 前年度予算額 増減 備       考
Ⅰ  事業活動収支の部 （A） （B) （A-B)
　１．事業活動収入
        下呂交流会館指定管理事業費収入 172,059,000 170,629,000 1,430,000

指定管理料収入 146,295,000 146,222,000 73,000
交流会館利用料収入 12,300,000 11,621,000 679,000
会館施設使用料収入 193,000 134,000 59,000
入場料収入 12,545,000 12,140,000 405,000
助成金等収入 0 0 0
その他収入 665,000 510,000 155,000
受取利息収入 60,000 1,000 59,000
雑収入 1,000 1,000 0

     事業活動収入計 172,059,000 170,629,000 1,430,000
　２．事業活動支出
        下呂交流会館指定管理事業費支出 172,059,000 170,629,000 1,430,000
　　　　102下呂交流会館管理運営費支出 85,119,000 86,661,000 △ 1,542,000

報酬費支出 0 0 0
旅費交通費支出 105,000 105,000 0
通信運搬費支出 (598,000) (590,000) (8,000)
　　郵便料支出 180,000 168,000 12,000
　　電話料支出 278,000 278,000 0
　　通信サービス料支出 140,000 144,000 △ 4,000
備品費支出 500,000 800,000 △ 300,000
消耗品費支出 1,569,000 1,649,000 △ 80,000
修繕費支出 4,315,000 5,079,000 △ 764,000
印刷製本費支出 1,487,000 1,467,000 20,000
燃料費支出 4,079,000 4,061,000 18,000
光熱水料費支出 (19,814,000) (21,464,000) （△ 1,650,000)
　　電気料支出 18,810,000 20,460,000 △ 1,650,000
　　上下水道料支出 924,000 924,000 0
　　ガス代支出 80,000 80,000 0
賃借料支出 2,360,000 2,341,000 19,000
保険料支出 860,000 870,000 △ 10,000
租税公課支出 (6,329,000) (6,063,000) (266,000)
　　収入印紙等支出 90,000 81,000 9,000
　　消費税支出 6,239,000 5,982,000 257,000
負担金支出 54,000 47,000 7,000
委託料支出 42,591,000 41,672,000 919,000
食糧費支出 24,000 21,000 3,000
広告宣伝費支出 55,000 50,000 5,000
手数料支出 (378,000) (381,000) （△ 3,000)
　　折込手数料支出 0 0 0
　　調律手数料支出 95,000 95,000 0
　　振込手数料支出 80,000 80,000 0
　　その他手数料支出 203,000 206,000 △ 3,000
施設整備費支出 0 0 0
雑支出 1,000 1,000 0

　　　　103下呂交流会館自主事業費支出 24,545,000 24,140,000 405,000
臨時雇用賃金支出 0 30,000 △ 30,000
旅費交通費支出 0 0 0
通信運搬費支出 (135,000) (135,000) (0)
　　郵便料支出 135,000 135,000 0
消耗品費支出 275,000 360,000 △ 85,000
印刷製本費支出 780,000 1,170,000 △ 390,000
賃借料支出 0 100,000 △ 100,000
保険料支出 0 0 0
諸謝金支出 0 0 0
委託料支出 20,205,000 17,240,000 2,965,000
食糧費支出 265,000 250,000 15,000
広告宣伝費支出 0 0 0

令和８年度収支予算書
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで
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2／2ページ

           科     目 予  算  額 前年度予算額 増減 備       考
手数料支出 (2,665,000) (4,495,000) （△ 1,830,000)
　　折込手数料支出 450,000 570,000 △ 120,000
　　調律手数料支出 80,000 310,000 △ 230,000
　　チケット手数料支出 2,135,000 3,615,000 △ 1,480,000
著作権使用料等支出 220,000 360,000 △ 140,000

　　　　104下呂交流会館人件費支出 62,395,000 59,828,000 2,567,000
給料手当支出 52,505,000 50,115,000 2,390,000
福利厚生費支出 9,890,000 9,713,000 177,000

     事業活動支出計 172,059,000 170,629,000 1,430,000
　事業活動収支差額 0 0 0

Ⅱ  投資活動収支の部
　１．投資活動収入
       基本財産取崩収入

国債取崩収入
       特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入
        固定資産売却収入

車両等売却収入
     投資活動収入計
　２．投資活動支出
       基本財産購入支出

国債購入支出
       特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
        固定資産取得支出

什器備品購入支出
     投資活動支出計

　投資活動収支差額
Ⅲ  財務活動収支の部
       財務活動収入

借入金収入
     財務活動収入計
       財務活動支出

借入金返済支出
     財務活動支出計

　財務活動収支差額
Ⅳ  予備費支出
     当 期 収 支 差 額 0 0 0
     前期繰越収支差額
     次期繰越収支差額 0 0 0

（注） 　（　　　）内数値は、勘定科目ごとの細目合計額を示す
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1/1ページ

一般財団法人  下呂ふるさと文化財団
【財団独自会計】           （単位：円）
           科     目 予  算  額 前年度予算額 増減 備       考
Ⅰ  事業活動収支の部 （A） （B) （A-B)
　１．事業活動収入
        財団独自会計事業費収入 2,110,000 1,901,000 209,000

公益事業収入 200,000 0 200,000
基本財産利息収入 1,900,000 1,900,000 0
受取利息収入 10,000 1,000 9,000

     事業活動収入計 2,110,000 1,901,000 209,000
　２．事業活動支出

101 ふるさと文化振興事業費支出 1,684,000 1,696,000 △ 12,000
旅費交通費支出 0 0 0
通信運搬費支出 (5,000) (5,000) (0)
　　郵便料支出 5,000 5,000 0
消耗品費支出 115,000 115,000 0
印刷製本費支出 265,000 258,000 7,000
賃借料支出 157,000 172,000 △ 15,000
保険料支出 5,000 5,000 0
諸謝金支出 150,000 226,000 △ 76,000
負担金支出 0 0 0
補助金支出 500,000 500,000 0
委託料支出 240,000 168,000 72,000
食糧費支出 32,000 32,000 0
手数料支出 (195,000) (195,000) (0)
　　折込手数料支出 195,000 195,000 0
著作権使用料等支出 5,000 5,000 0
雑支出 15,000 15,000 0

  ３．管理費支出
300 法人会計管理費支出 946,000 934,000 12,000

役員報酬支出 300,000 300,000 0
会議費支出 8,000 8,000 0
旅費交通費支出 19,000 19,000 0
通信運搬費支出 36,000 26,000 10,000
印刷製本費支出 84,000 84,000 0
賃借料支出 57,000 57,000 0
租税公課支出 350,000 350,000 0
手数料支出 10,000 10,000 0
委託費支出 40,000 40,000 0
雑支出 42,000 40,000 2,000

     事業活動支出計 2,630,000 2,630,000 0
　事業活動収支差額 △ 520,000 △ 729,000 209,000

Ⅱ  投資活動収支の部
　１．投資活動収入
       基本財産取崩収入

国債取崩収入
       特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入
        固定資産売却収入

車両等売却収入
     投資活動収入計
　２．投資活動支出
       基本財産購入支出

国債購入支出
       特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
        固定資産取得支出

什器備品購入支出
     投資活動支出計

　投資活動収支差額
Ⅲ  財務活動収支の部
       財務活動収入

借入金収入
     財務活動収入計
       財務活動支出

借入金返済支出
     財務活動支出計

　財務活動収支差額
Ⅳ  予備費支出 4,982,000 4,701,000 281,000
     当 期 収 支 差 額 △ 5,502,000 △ 5,430,000 △ 72,000
     前期繰越収支差額 5,502,000 5,430,000 72,000
     次期繰越収支差額 0 0 0

（注） 　（　　　）内数値は、勘定科目ごとの細目合計額を示す

令和８年度収支予算書
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで
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承第８号

専決処分の承認について（令和８年度下呂市一般会計補正予

算（第４号））

  別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

令和８年６月 25 日から 26 日の梅雨前線豪雨により公共土木施設が被災し、早急に復

旧対応するための測量設計費の増額補正について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 179 条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を

求めるもの。

-40-



専第９号

専決処分書（令和８年度下呂市一般会計補正予算（第４号））

  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により、令和８年度下呂市

一般会計補正予算（第４号）を、別紙のとおり専決処分する。

令和８年６月 29 日

下呂市長  山 内  登

-41-



 

 

令和８年度下呂市一般会計補正予算（第４号） 
 

 令和８年度下呂市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２３，６５４，０８３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19. 繰 入 金 ２，５４７，６３８ １３，０００ ２，５６０，６３８

02. 基 金 繰 入 金 ２，５４５，６４１ １３，０００ ２，５５８，６４１

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２３，６４１，０８３ １３，０００ ２３，６５４，０８３

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

11. 災 害 復 旧 費 １５３，７４０ １２，５４０ １６６，２８０

02. 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ８５，０００ １２，５４０ ９７，５４０

14. 予 備 費 ３３，３７６ ４６０ ３３，８３６

01. 予 備 費 ３３，３７６ ４６０ ３３，８３６

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２３，６４１，０８３ １３，０００ ２３，６５４，０８３

【第１表】

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19. 繰 入 金 ２，５４７，６３８ １３，０００ ２，５６０，６３８

歳       入       合       計歳 入 合 計 ２３，６４１，０８３ １３，０００ ２３，６５４，０８３

歳入【総　括】

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11. 災 害 復 旧 費 153,740 12,540 166,280 12,540

14. 予 備 費 33,376 460 33,836 460

歳       出       合       計歳 出 合 計 23,641,083 13,000 23,654,083 13,000

歳出【総　括】

一 般 財 源
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２　歳入

(款) 19. 繰入金

(項) 02. 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 基金繰入金 2,545,641 13,000 2,558,641  01. 基金繰入金 13,000 財政調整基金繰入金                        

計 2,545,641 13,000 2,558,641

歳入【繰入金】

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 11. 災害復旧費

(項) 02. 公共土木施設災害復旧費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 公共土木施 85,000 12,540 97,540 12,540 12. 委託料 12,540

設災害復旧 12,540 測量設計等 12,540 現年補助災害復旧事業 12,540

費 委託料 委託料 12,540

      測量設計等委託料                     

計 85,000 12,540 97,540 12,540

(款) 14. 予備費
(項) 01. 予備費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 予備費 33,376 460 33,836 460

460 予備費 460

計 33,376 460 33,836 460

歳出【災害復旧費】【予備費】

一 般 財源 区   分  金   額 

一 般 財源 区   分  金   額 
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議第 76 号

下呂市火葬場基幹的設備改良工事請負契約の締結について

次のとおり請負契約を締結することについて、議会の議決を求める。

１ 工 事 名   下呂市火葬場基幹的設備改良工事

２ 契約の方法   随意契約（指名型プロポーザル方式）

３ 契約金額    482,460,000 円

          

４ 契約の相手方 新潟県新潟市北区島見町 3307 番地 16

富士建設工業株式会社

代表取締役 鳴海 利彦

令和８年８月 27 日提出

                      下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

下呂市火葬場基幹的設備改良工事の請負契約が、下呂市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条に規定する「議会の議決に付さなければならない契約

は、予定価格１億 5,000 万円以上の工事又は製造の請負」に該当するため。
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第　１　回 第　２　回
備　　　考

金　　額 金　　額

開

閉

札

札

から まで

順位 順位

( )

：

：

円

円 円

円

円

(

(

円

円

富士建設工業（株） 1 落札438,600,000円

入　札　執　行　一　覧　表
一者随契）契

契

約

約

方

担

法

当

随

環

意

境

契

施

約

設

（

課

仕 様 書 番 号 環

下

施

呂

工

市

第

火

４

葬

号

場基幹的設備改良工事
開 札 日 時

令

令

和

和

年

年

 

 

月

月

7

7

日

日

12

12

時

時

00

00

分

分
工 事 名

札 場 所 長

1

1

室（下呂市森960番地）

事 場 呂市三原地内

8

8

市

登下

契約締結日の翌 令和10年 5月31日

入

執

立

行

会

者

人

負 代 金 見町３３０７ー１６

下

下

副

新

富

呂

呂

市

潟

士

庁

市

長

県

建

舎

長

　

新

設

２

　

田

潟

工

 

 

階

山

口

市

業

8

8

　

内

広

北

（

副

　

宣

区

株

島

）定 価

所

期

額

格
契 約 者

入札調査基準価格

工

工

請

予

低

失格判断基準価格

請負代金額は、入札書に記載

日

482,460,000

482,500,700

-

0-

された金額に当該金額の100

438,637,000

0-

-

分の10に相

)

)

当する額を加算した金額であり法律上の入札価格である。

業 者 名

市火葬場基幹的設備改良工事　 式
大型炉）

一
3基、動物炉1基

下
　
　

呂
・
・

火
施
葬
設
炉
内
更
設
新
備
　
の
人
延

体
命
炉
化

（
対策工事

事 業 概 要

名 業 者 選 定 理 由指

随 意 契 約 理 由 地方自治法施行令第167条の２第１項第２号による
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議第 78 号

下呂市の執務時間を定める条例を廃止する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

質の高い住民サービス、市役所における業務効率化及び職員の働き方改革を推進するた

め、開庁時間の短縮を導入することに伴い、執務時間等を柔軟な対応が可能な「規則」に

より規定するため、当該条例を廃止するもの。
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下呂市の執務時間を定める条例を廃止する条例

下呂市の執務時間を定める条例（平成16年下呂市条例第３号）は、廃止する。

附 則

この条例は、令和８年12月１日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市の執務時間を定める条例を廃止する条例要綱

１．廃止理由

質の高い住民サービス、市役所における業務効率化及び職員の働き方改革を推進する

ため、開庁時間の短縮を導入することに伴い、執務時間等を柔軟な対応が可能な「規則」

により規定するため、当該条例を廃止するものです。

２．概要

(１) 下呂市の執務時間を定める条例を廃止します。

（本則関係）

(２) この条例は、令和８年 12 月１日から施行します。

（附則関係）
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議第 79 号

地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例に

ついて

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第 65 号）の施行に伴い、関係条例の

一部を改正するもの。
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地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例

（下呂市監査委員条例の一部改正）

第１条 下呂市監査委員条例（平成16年下呂市条例第10号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（請求又は要求による監査） （請求又は要求による監査）

第４条 監査委員は、法第75条第１項、第98条第

２項、第199条第６項、第235条の２第２項、第

242条第１項又は第243条の２の９第３項の規

定による監査の請求又は要求があったときは、

当該監査の請求又は要求のあった日から７日

以内に監査に着手しなければならない。

第４条 監査委員は、法第75条第１項、第98条第

２項、第199条第６項、第235条の２第２項、第

242条第１項又は第243条の２の８第３項の規

定による監査の請求又は要求があったときは、

当該監査の請求又は要求のあった日から７日

以内に監査に着手しなければならない。

（下呂市下呂温泉合掌村条例の一部改正）

第２条 下呂市下呂温泉合掌村条例（平成16年下呂市条例第109号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の９第８

項の規定により合掌村の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が30万円以上である場合とする。

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の８第８

項の規定により合掌村の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が30万円以上である場合とする。

（下呂市水道事業、簡易水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第３条 下呂市水道事業、簡易水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成16年下呂市条例

第176号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の９第８

項の規定により水道事業等の業務に従事する

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の８第８

項の規定により水道事業等の業務に従事する
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改  正  後 改  正  前

職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が30万円以上である場合とする。

職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が30万円以上である場合とする。

（下呂市国民健康保険病院事業の設置に関する条例の一部改正）

第４条 下呂市国民健康保険病院事業の設置に関する条例（平成16年下呂市条例第179号）の一部を

次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第４条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の９第８

項の規定により病院事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得

なければならない場合は、当該賠償責任に係る

賠償額が10万円以上である場合とする。

第４条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の８第８

項の規定により病院事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得

なければならない場合は、当該賠償責任に係る

賠償額が10万円以上である場合とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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                        【参考資料】

地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例要

綱

１．改正理由

地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第 65 号）の施行に伴い、関係条例

の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 地方自治法第 243 条の２の７に「地方税共同機構による特定歳入等の収納」の規

定が追加されたことにより以降が条ズレしたことに伴い、下表に掲げる引用部分を

改めます。

条例名 条 改正後 改正前

下呂市監査委員条例 第４条 第 243 条の２の９第３項 第 243 条の２の８第３項

村条例

下呂市下呂温泉合掌 第５条 第 243 条の２の９第８項 第 243 条の２の８第８項

水道事業及び下水道

事業の設置等に関す

る条例

下呂市水道事業、簡易 第５条 第 243 条の２の９第８項 第 243 条の２の８第８項

病院事業の設置に関

する条例

下呂市国民健康保険 第４条 第 243 条の２の９第８項 第 243 条の２の８第８項

（第１条、第２条、第３条、第４条関係）

(２) この条例は、公布の日から施行します。

（附則関係）
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議第 80 号

下呂市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一

部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第 86 号）の施行に伴い、

当該条例の一部を改正するもの。
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下呂市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改

正する条例

下呂市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例（平成16年下呂市条例第66号）の一部

を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（登録） （登録）

第４条 市長は、認可地縁団体印鑑の登録の申

請があったときは、当該登録申請者が当該認

可地縁団体の代表者等であることを確認す

るとともに、当該認可地縁団体につき地方自

治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第

18条の３第１項の規定に基づき作成された

台帳（以下「地縁団体登録台帳」という。）

の記載事項並びに個人印鑑に係る印鑑登録

原票の記載事項及び印影と照合する等、認可

地縁団体印鑑登録申請書に記載されている

事項その他必要な事項について審査し、認可

地縁団体印鑑登録原票により登録するもの

とする。

第４条 市長は、認可地縁団体印鑑の登録の申

請があったときは、当該登録申請者が当該認

可地縁団体の代表者等であることを確認す

るとともに、当該認可地縁団体につき地方自

治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第

21条第２項の規定に基づき作成された台帳

（以下「地縁団体登録台帳」という。）の記

載事項並びに個人印鑑に係る印鑑登録原票

の記載事項及び印影と照合する等、認可地縁

団体印鑑登録申請書に記載されている事項

その他必要な事項について審査し、認可地縁

団体印鑑登録原票により登録するものとす

る。

附 則

この条例は、令和８年10月１日から施行する。

-79-



                        【参考資料】

下呂市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一

部を改正する条例要綱

１．改正理由

  地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第 86 号）の施行に伴

い、当該条例の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 地方自治法施行規則に条ズレが生じたため、引用している部分を改めます。

（第４条関係）

(２) この条例は、令和８年 10 月１日から施行します。

（附則関係）
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議第 81 号

児童福祉法等の一部を改正する内閣府令に伴う関係条例の一

部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこども家庭庁関係内閣府令の

整備等に関する内閣府令（令和８年内閣府令第３号）の公布に伴い、関係条例の一部を改

正するもの。
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児童福祉法等の一部を改正する内閣府令に伴う関係条例の一部を改正

する条例

（下呂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 下呂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準を定める条例（平成26年下呂市条例第25号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略）

(６) 満３歳未満等小規模保育事業 児童福

祉法第６条の３第10項に規定する小規模保

育事業（同項第３号に掲げる事業を除く。）

をいう。

(６) 小規模保育事業 児童福祉法第６条の

３第10項に規定する小規模保育事業をい

う。

(６)の２ 満３歳以上限定小規模保育事業

児童福祉法第６条の３第10項に規定する小

規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に

限る。）をいう。

(７)～(11) （略） (７)～(11) （略）

(11)の２ 教育認定子ども 法第27条第１項

に規定する教育認定子どもをいう。

(11)の３ 満３歳以上保育認定子ども 法第

27条第１項に規定する満３歳以上保育認定

子どもをいう。

(11)の４ 保育認定子ども 法第29条第２項

に規定する保育認定子どもをいう。

(12)～(27) （略） (12)～(27) （略）

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等）

-82-



改  正  後 改  正  前

第６条 （略） 第６条 （略）

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同じ。）は、

利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げる

小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している教育認定子ども

の総数が、当該特定教育・保育施設の同号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、抽選、

申込みを受けた順序により決定する方法、当

該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法（第４項において「選考方法」

という。）により選考しなければならない。

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同じ。）は、

利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げる

小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施

設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数を超える場合において

は、抽選、申込みを受けた順序により決定す

る方法、当該特定教育・保育施設の設置者の

教育・保育に関する理念、基本方針等に基づ

く選考その他公正な方法（第４項において「選

考方法」という。）により選考しなければな

らない。

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保

育所に限る。以下この項において同じ。）は、

利用の申込みに係る法第19条第２号又は第３

号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している満３

歳以上保育認定子ども又は満３歳未満保育認

定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを

除く。）の総数が、当該特定教育・保育施設

の同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもの区分に係る利用定員の総数を超え

る場合においては、法第20条第４項の規定に

よる認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる教育・保育給付認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考するものと

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保

育所に限る。以下この項において同じ。）は、

利用の申込みに係る法第19条第２号又は第３

号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している同条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数が、当該特定教育・保育施設の同条第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数を超える場合におい

ては、法第20条第４項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認めら

れる教育・保育給付認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。
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改  正  後 改  正  前

する。

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法

又は前項に規定する選考の方法をあらかじめ

教育・保育給付認定保護者に明示した上で、

選考を行わなければならない。

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法

をあらかじめ教育・保育給付認定保護者に明

示した上で、選考を行わなければならない。

５ （略） ５ （略）

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力）

第７条 （略） 第７条 （略）

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保

育所に限る。以下この項において同じ。）は、

保育認定子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第24条第３項

（同法附則第73条第１項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の規定により市

が行う調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保

育所に限る。以下この項において同じ。）は、

法第19条第２号又は第３号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第24条第３項（同法附則第

73条第１項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により市が行う調整及

び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。

（教育・保育給付認定の申請に係る援助） （教育・保育給付認定の申請に係る援助）

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給

付認定を受けていない保護者から利用の申込

みがあった場合は、当該保護者の意思を踏ま

えて速やかに教育・保育給付認定の申請が行

われるよう必要な援助を行わなければならな

い。

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給

付認定を受けていない保護者から利用の申込

みがあった場合は、当該保護者の意思を踏ま

えて速やかに当該申請が行われるよう必要な

援助を行わなければならない。

２ （略） ２ （略）

（特定教育・保育の提供の記録） （教育・保育の提供の記録）

第12条 （略） 第12条 （略）
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改  正  後 改  正  前

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領）

第13条 （略） 第13条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受

ける額のほか、特定教育・保育において提供

される便宜に要する費用のうち、次の各号に

掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定

保護者から受けることができる。

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受

ける額のほか、特定教育・保育において提供

される便宜に要する費用のうち、次の各号に

掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定

保護者から受けることができる。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）

に要する費用

(３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）

に要する費用

イ 次の(イ)又は(ロ)に掲げる満３歳以上

教育・保育給付認定子どものうち、その

教育・保育給付認定保護者及び当該教

育・保育給付認定保護者と同一の世帯に

属する者に係る市町村民税所得割合算額

がそれぞれ(イ)又は(ロ)に定める金額未

満であるものに対する副食の提供

イ 次の(イ)又は(ロ)に掲げる満３歳以上

教育・保育給付認定子どものうち、その

教育・保育給付認定保護者及び当該教

育・保育給付認定保護者と同一の世帯に

属する者に係る市町村民税所得割合算額

がそれぞれ(イ)又は(ロ)に定める金額未

満であるものに対する副食の提供

(イ) 教育認定こども 77,101円 (イ) 法第19条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定こども 77,101円

(ロ) 満３歳以上保育認定こども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。ロ

(ロ)において同じ。） 57,700円（令

第４条第２項第６号に規定する特定教

育・保育給付認定保護者にあっては、

77,101円）

(ロ) 法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定こども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。ロ(ロ)において同じ。）

57,700円（令第４条第２項第６号に規

定する特定教育・保育給付認定保護者

にあっては、77,101円）

ロ 次の(イ)又は(ロ)に掲げる満３歳以上

教育・保育給付認定子どものうち、負担

ロ 次の(イ)又は(ロ)に掲げる満３歳以上

教育・保育給付認定子どものうち、負担
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改  正  後 改  正  前

額算定基準子ども又は小学校第３学年終

了前子ども（小学校、義務教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学部の第１

学年から第３学年までに在籍する子ども

をいう。以下このロにおいて同じ。）が

同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞ

れ(イ)又は(ロ)に定める者に該当するも

のに対する副食の提供（イに該当するも

のを除く。）

額算定基準子ども又は小学校第３学年終

了前子ども（小学校、義務教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学部の第１

学年から第３学年までに在籍する子ども

をいう。以下ロにおいて同じ。）が同一

の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ

(イ)又は(ロ)に定める者に該当するもの

に対する副食の提供（イに該当するもの

を除く。）

(イ) 教育認定子ども 負担額算定基準

こども又は小学校第３学年修了前子ど

も（そのうち最年長者及び２番目の年

長者である者を除く。）である者

(イ) 法第19条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども 負担額算定基準こども又

は小学校第３学年修了前子ども（その

うち最年長者及び２番目の年長者であ

る者を除く。）である者

(ロ) 満３歳以上保育認定子ども 負担

額負担額算定基準こども（そのうち最

年長者及び２番目の年長者である者を

除く。）である者

(ロ) 法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども 負担額負担額算定基準こ

ども（そのうち最年長者及び２番目の

年長者である者を除く。）である者

ハ （略） ハ （略）

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略）

５・６ （略） ５・６ （略）

（運営規程） （運営規程）

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程

（第23条において「運営規程」という。）を

定めておかなければならない。

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程

（第23条において「運営規程」という。）を

定めておかなければならない。

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略）

(７) 特定教育・保育施設の利用の開始、終 (７) 特定教育・保育施設の利用の開始、終
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了に関する事項及び利用に当たっての留意

事項（第６条第２項に規定する選考方法及

び第６条第３項に規定する選考の方法を含

む。）

了に関する事項及び利用に当たっての留意

事項（第６条第２項及び第３項に規定する

選考方法を含む。）

(８)～(11) （略） (８)～(11) （略）

（利用定員の遵守） （定員の遵守）

第22条 （略） 第22条 （略）

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止）

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・

保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第33

条の10第１項各号（幼保連携型認定こども園

である特定教育・保育施設の職員にあっては、

認定こども園法第27条の２第１項各号、学校

教育法第１条に規定する幼稚園である特定教

育・保育施設の職員にあっては、同法第28条

第２項において準用する認定こども園法第27

条の２第１項各号）に掲げる行為その他当該

教育・保育給付認定子どもの心身に有害な影

響を与える行為をしてはならない。

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・

保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第33

条の10第１項各号（幼保連携型認定こども園

である特定教育・保育施設の職員にあっては、

認定こども園法第27条の２第１項各号、幼稚

園である特定教育・保育施設の職員にあって

は、学校教育法第28条第２項において準用す

る認定こども園法第27条の２第１項各号）に

掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子

どもの心身に有害な影響を与える行為をして

はならない。

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準）

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が教育認定子ど

もに対し特別利用保育を提供する場合には、

法第34条第１項第３号に規定する基準を遵守

しなければならない。

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が法第19条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育

を提供する場合には、法第34条第１項第３号

に規定する基準を遵守しなければならない。

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、当該特別

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、当該特別
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利用保育に係る教育認定子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している満３歳以

上保育認定子どもの総数が、第４条第２項第

３号の規定により定められた法第19条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員

の数を超えないものとする。

利用保育に係る法第19条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの数及び当該特定教育・保育施設を

現に利用している同条第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定

により定められた法第19条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員の数を超え

ないものとする。

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第28条第１項の特

例施設型給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、前款

（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）

の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「特定教育・保育施設（認定こど

も園又は幼稚園に限る。以下この項において

同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、「教育認

定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は

満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」と

あるのは「同条第２号」と、第13条第２項中

「法第27条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号ロ①中「教育認定子ども」

とあるのは「教育認定子ども（特別利用保育

を受ける者を除く。）」と、同号ロ②中「満

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第28条第１項の特

例施設型給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、前款

（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）

の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「特定教育・保育施設（認定こど

も園又は幼稚園に限る。以下この項において

同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「同号又は

同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」と、第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号ロ①中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

-88-



改  正  後 改  正  前

３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３

歳以上保育認定子ども（特別利用保育を受け

る者を含む。）」とする。

育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者

を除く。）」と、同号ロ②中「除く」とある

のは「除き、特別利用保育を受ける者を含む」

とする。

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準）

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が満３歳以上保

育認定子どもに対し、特別利用教育を提供す

る場合には、法第34条第１項第２号に規定す

る基準を遵守しなければならない。

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が法第19条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教

育を提供する場合には、法第34条第１項第２

号に規定する基準を遵守しなければならな

い。

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、当該特別

利用教育に係る満３歳以上保育認定子ども及

び当該特定教育・保育施設を現に利用してい

る教育認定子どもの総数が、第４条第２項第

２号の規定により定められた法第19条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員

の数を超えないものとする。

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、当該特別

利用教育に係る法第19条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの数及び当該特定教育・保育施設を

現に利用している同条第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定

により定められた法第19条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員の数を超え

ないものとする。

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、前款（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「特定教育・保育施

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、前款（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「特定教育・保育施
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設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下こ

の項において同じ。）」とあるのは「特定教

育・保育施設（特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」

と、「利用の申込みに係る法第19条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは

「利用の申込みに係る法第19条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「教育認定

子どもの総数」とあるのは「教育認定子ども

又は満３歳以上保育認定子どもの総数」と、

「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」とあるのは「同条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数」と、第13条第２項中「法第

27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４

項第３号ロ①中「教育認定子ども」とあるの

は「教育認定子ども（特別利用教育を受ける

者を含む。）」と、同号ロ②中「満３歳以上

保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保

育認定子ども（特別利用教育を受ける者を除

く。）」とする。

設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下こ

の項において同じ。）」とあるのは「特定教

育・保育施設（特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」

と、「利用の申込みに係る法第19条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは

「利用の申込みに係る法第19条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数」とあるのは「同条

第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同

条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第13条第２項中

「法第27条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号ロ①中「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号ロ②中「を除く」とあるのは「及び

特別利用教育を受ける者を除く」とする。

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事

業を除く。）の利用定員（法第29条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この節

において同じ。）の数は、家庭的保育事業に

あっては１人以上５人以下、小規模保育事業

Ａ型（下呂市家庭的保育事業等の設備及び運

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事

業を除く。）の利用定員（法第29条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この節

において同じ。）の数は、家庭的保育事業に

あっては１人以上５人以下、小規模保育事業

Ａ型（下呂市家庭的保育事業等の設備及び運
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営に関する基準を定める条例（平成26年下呂

市条例第26号）第27条に規定する小規模保育

事業Ａ型をいう。第42条第３項において同

じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条例第27

条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第

42条第３項において同じ。）にあっては６人

以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型（同条例

第27条に規定する小規模保育事業Ｃ型をい

う。附則第４条において同じ。）にあっては

６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあ

っては１人とする。

営に関する基準を定める条例（平成26年下呂

市条例第26号）第28条に規定する小規模保育

事業Ａ型をいう。第42条第３項において同

じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条例第31

条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第

42条第３項において同じ。）にあっては６人

以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型（同条例

第33条に規定する小規模保育事業Ｃ型をい

う。附則第４条において同じ。）にあっては

６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあ

っては１人とする。

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者（満３歳以上限定小規模保育

事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）

は、次の各号に掲げる地域型保育事業の区分

に応じ、当該地域型保育事業を行う事業所ご

とに、当該各号に定める利用定員を、満１歳

に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定めるもの

とする。

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

の種類及び当該特定地域型保育の種類に係る

特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特

定地域型保育事業所」という。）ごとに、法

第19条第３号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業

所にあっては、下呂市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例第42条

の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護

する小学校就学前子どもを保育するため当該

事業所内保育事業を自ら施設を設置して行う

事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該

事業所内保育事業が、事業主団体に係るもの

にあっては事業主団体の構成員である事業主

の雇用する労働者の監護する小学校就学前子

どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の

３第12項第１号ハに規定する共済組合等をい

う。）に係るものにあっては共済組合等の構

成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員

をいう。）の監護する小学校就学前子どもと
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する。）及びその他の小学校就学前子どもご

とに定める法第19条第３号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員とする。）を、満

１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳

以上の小学校就学前子どもとに区分して定め

るものとする。

(１) 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模

保育事業及び居宅訪問型保育事業 法第19

条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員

(２) 事業所内保育事業 法第43条第３項に

規定する労働者等監護満３歳未満小学校就

学前子どもに係る利用定員及びその他の法

第19条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者に限る。）は、満３歳以上限

定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第

19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員を定めるものとする。

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等）

第39条 （略） 第39条 （略）

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者を除く。）は、利用の申込み

に係る法第19条第３号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している満３歳未満保育認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下こ

の節（第43条第１項を除く。）において同じ。）

の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに

係る法第19条第３号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満３歳未満保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この

節において同じ。）の総数が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数を超える場
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に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数を超える場合においては、法第

20条第４項の規定による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満３歳

未満保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、選考するものとする。

合においては、法第20条第４項の規定による

認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満３歳未満保育認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者に限る。）は、利用の申込み

に係る法第19条第２号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している満３歳以上保育認定子どもの総

数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、法第20条

第４項の規定による認定に基づき、保育の必

要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる満３歳以上

保育認定子どもが優先的に利用できるよう、

選考するものとする。

４ 前２項の特定地域型保育事業者は、前２項

に規定する選考の方法をあらかじめ教育・保

育給付認定保護者に明示した上で、選考を行

わなければならない。

３ 前項の特定地域型保育事業者は、前項の選

考方法をあらかじめ教育・保育給付認定保護

者に明示した上で、選考を行わなければなら

ない。

５ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提

供体制の確保が困難である場合その他利用申

込者に係る保育認定子どもに対し自ら適切な

教育・保育を提供することが困難である場合

は、連携施設その他の適切な特定教育・保育

施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の

適切な措置を速やかに講じなければならな

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提

供体制の確保が困難である場合その他利用申

込者に係る満３歳未満保育認定子どもに対し

自ら適切な教育・保育を提供することが困難

である場合は、連携施設その他の適切な特定

教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹

介する等の適切な措置を速やかに講じなけれ
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い。 ばならない。

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力）

第40条 （略） 第40条 （略）

２ 特定地域型保育事業者は、保育認定子ども

に係る特定地域型保育事業の利用について児

童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１

項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により市が行う調整及び要請に

対し、できる限り協力しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育

認定子どもに係る特定地域型保育事業の利用

について児童福祉法第24条第３項（同法附則

第73条第１項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の規定により市が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握）

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供に当たっては、保育認定子どもの

心身の状況、その置かれている環境、他の特

定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努

めなければならない。

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供に当たっては、満３歳未満保育認

定子どもの心身の状況、その置かれている環

境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等

の把握に努めなければならない。

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携）

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保

育事業を行う者を除く。以下この項から第７

項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育

が適正かつ確実に実施され、及び必要な教

育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う認定こども

園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならない。

ただし、連携施設の確保が著しく困難である

と市が認める地域において特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者については、

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保

育事業を行う者を除く。以下この項から第７

項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育

が適正かつ確実に実施され、及び必要な教

育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う認定こども

園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならない。

ただし、連携施設の確保が著しく困難である

と市が認める地域において特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者については、
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この限りでない。 この限りでない。

(１) 特定地域型保育の提供を受けている保

育認定子どもに集団保育を体験させるため

の機会の設定、特定地域型保育の適切な提

供に必要な特定地域型保育事業者に対する

相談、助言その他の保育の内容に関する支

援（次項において「保育内容支援」という。）

を実施すること。

(１) 特定地域型保育の提供を受けている満

３歳未満保育認定子どもに集団保育を体験

させるための機会の設定、特定地域型保育

の適切な提供に必要な特定地域型保育事業

者に対する相談、助言その他の保育の内容

に関する支援（次項において「保育内容支

援」という。）を実施すること。

(２) （略） (２) （略）

(３) 当該特定地域型保育事業者（満３歳以

上限定小規模保育事業者を除く。第６項、

第７項、第11項及び第12項において同じ。）

により特定地域型保育（満３歳以上限定小

規模保育を除く。第６項、第７項及び第12

項において同じ。）の提供を受けていた満

３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事

業を利用する満３歳未満保育認定子どもに

あっては、第37条第２項に規定するその他

の法第19条第３号に掲げる小学校就学前子

どもに限る。第６項第１号において同じ。）

を、当該特定地域型保育の提供の終了に際

して、当該満３歳未満保育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設において受け入

れて教育・保育を提供すること。

(３) 当該特定地域型保育事業者により特定

地域型保育の提供を受けていた満３歳未満

保育認定子ども（事業所内保育事業を利用

する満３歳未満保育認定子どもにあって

は、第37条第２項に規定するその他の小学

校就学前子どもに限る。以下この号及び第

６項第１号において同じ。）を、当該特定

地域型保育の提供の終了に際して、当該満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者の希望に基づき、引き続き

当該連携施設において受け入れて教育・保

育を提供すること。

２～６ （略） ２～６ （略）

７ 前項の場合において、特定地域型保育事業

者は、児童福祉法第59条第１項に規定する施

設のうち、次に掲げるもの（入所定員が20人

以上のものに限る。）又は満３歳以上限定小

規模保育事業を行う事業所であって、市長が

７ 前項の場合において、特定地域型保育事業

者は、児童福祉法第59条第１項に規定する施

設のうち、次に掲げるもの（入所定員が20人

以上のものに限る。）であって、市長が適当

と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に
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適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事

項に係る連携協力を行う者として適切に確保

しなければならない。

係る連携協力を行う者として適切に確保しな

ければならない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者に限る。）は、第１項本文の

規定にかかわらず、連携施設の確保に当たっ

て、同項第３号に係る連携協力を求めること

を要しない。

９ （略） ８ （略）

10 事業所内保育事業（第37条第２項の規定に

より定める利用定員が20人以上のものに限

る。次項において「保育所型事業所内保育事

業所」という。）を行う者については、第１

項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保

に当たって、同項第１号及び第２号に係る連

携協力を求めることを要しない。

９ 事業所内保育事業（第37条第２項の規定に

より定める利用定員が20人以上のものに限

る。次項において「保育所型事業所内保育事

業所」という。）を行う者については、第１

項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保

に当たって、第１項第１号及び第２号に係る

連携協力を求めることを要しない。

11・12 （略） 10・11 （略）

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領）

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育を提供した際は、教育・保育給付認定保

護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者に限る。）から当該

特定地域型保育に係る利用者負担額（法第29

条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払

を受けるものとする。

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育を提供した際は、教育・保育給付認定保

護者から当該特定地域型保育に係る利用者負

担額（法第29条第３項第２号に掲げる額をい

う。）の支払を受けるものとする。

２～６ （略） ２～６ （略）

（運営規程） （運営規程）

第46条 特定地域型保育事業者は、次の各号に 第46条 特定地域型保育事業者は、次の各号に
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掲げる事業の運営についての重要事項に関す

る規程（第50条において準用する第23条にお

いて「運営規程」という。）を定めておかな

ければならない。

掲げる事業の運営についての重要事項に関す

る規程（第50条において準用する第23条にお

いて「運営規程」という。）を定めておかな

ければならない。

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略）

(７) 特定地域型保育事業の利用の開始、終

了に関する事項及び利用に当たっての留意

事項（第39条第２項及び第３項に規定する

選考の方法を含む。）

(７) 特定地域型保育事業の利用の開始、終

了に関する事項及び利用に当たっての留意

事項（第39条第２項に規定する選考方法を

含む。）

(８)～(11) （略） (８)～(11) （略）

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等）

第47条 特定地域型保育事業者は、保育認定子

どもに対し、適切な特定地域型保育を提供す

ることができるよう、特定地域型保育事業所

ごとに職員の勤務の体制を定めておかなけれ

ばならない。

第47条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満

保育認定子どもに対し、適切な特定地域型保

育を提供することができるよう、特定地域型

保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めて

おかなければならない。

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

事業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の

職員によって特定地域型保育を提供しなけれ

ばならない。ただし、保育認定子どもに対す

る特定地域型保育の提供に直接影響を及ぼさ

ない業務については、この限りでない。

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

事業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の

職員によって特定地域型保育を提供しなけれ

ばならない。ただし、満３歳未満保育認定子

どもに対する特定地域型保育の提供に直接影

響を及ぼさない業務については、この限りで

ない。

３ （略） ３ （略）

（利用定員の遵守） （定員の遵守）

第48条 （略） 第48条 （略）

（記録の整備） （記録の整備）

第49条 （略） 第49条 （略）
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２ 特定地域型保育事業者は、保育認定子ども

に対する特定地域型保育の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から５年

間保存しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育

認定子どもに対する特定地域型保育の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければならない。

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略）

（準用） （準用）

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第

13条を除く。）、第17条から第19条まで及び

第23条から第33条までの規定は、特定地域型

保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定

地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第11条中「教育・保育給付認定子ども

について」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（教育認定子どもを除く。以下この款

において同じ。）について」と、第14条第１

項中「施設型給付費（法第27条第１項の施設

型給付費をいう。以下この項、第19条及び第

36条第３項）」とあるのは「地域型保育給付

費（法第29条第１項の地域型保育給付費をい

う。以下この項及び第19条」と、「施設型給

付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」

と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明

書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」

と、第19条中「施設型給付費」とあるのは「地

域型保育給付費」と、第25条中「各号（幼保

連携型認定こども園である特定教育・保育施

設の職員にあっては、認定こども園法第27条

の２第１項各号、学校教育法第１条に規定す

る幼稚園である特定教育・保育施設の職員に

あっては、同法第28条第２項において準用す

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第

13条を除く。）、第17条から第19条まで及び

第23条から第33条までの規定は、特定地域型

保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定

地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第11条中「教育・保育給付認定子ども

について」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、

特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この款において同じ。）について」と、第12

条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地

域型保育」と、第14条の見出し中「施設型給

付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、

同条第１項中「施設型給付費（法第27条第１

項の施設型給付費をいう。以下この項、第19

条及び第36条第３項）」とあるのは「地域型

保育給付費（法第29条第１項の地域型保育給

付費をいう。以下この項及び第19条」と、「施

設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付

費の」と、同条第２項中「特定教育・保育提

供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供

証明書」と、第19条中「施設型給付費」とあ

るのは「地域型保育給付費」と読み替えるも

のとする。
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る認定こども園法第27条の２第１項各号）」

とあるのは「各号」と読み替えるものとする。

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準）

第51条 特定地域型保育事業者（満３歳以上限

定小規模保育事業者を除く。以下この条にお

いて同じ。）が教育認定子どもに対し特別利

用地域型保育を提供する場合には、法第46条

第１項に規定する地域型保育事業の認可基準

を遵守しなければならない。

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項

に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、

当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳未満保育認定子ども（第52条第１

項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合にあっては、当該特定利用地域型保育

の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含

む。）の総数が、第37条第２項の規定により

定められた利用定員の数を超えないものとす

る。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、

当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び特定地域型

保育事業所を現に利用している満３歳未満保

育認定子ども（次条第１項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第19

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）の

総数が、第37条第２項の規定により定められ

た利用定員の数を超えないものとする。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給

付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項及び第52条第３項にお

いて同じ。）を、それぞれ含むものとして、

この節（第37条第３項、第39条第３項及び第

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給

付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含むものとして、この節（第40条第

２項を除き、前条において準用する第８条か
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改  正  後 改  正  前

40条第２項を除き、前条において準用する第

８条から第14条まで（第10条及び第13条を除

く。）、第17条から第19条まで及び第23条か

ら第33条までを含む。第52条第３項において

同じ。）の規定を適用する。この場合におい

て、第39条第２項中「利用の申込みに係る法

第19条第３号に掲げる小学校就学前子どもの

数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19

条第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」

と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３

歳以上保育認定子どもを除く。以下この節（第

43条第１項を除く。）において同じ。）」と

あるのは「教育認定子ども及び満３歳未満保

育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除き、第52条第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては、当

該特定利用地域型保育の対象となる満３歳以

上保育認定子どもを含む。）において同じ。」

と、「同号」とあるのは「法第19条第３号」

と、「法第20条第４項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認めら

れる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特定

地域型保育事業者の保育に関する理念、基本

方針等に基づく選考その他公正な方法によ

り」と、第43条第１項中「教育・保育給付認

定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあ

るのは「教育・保育給付認定保護者（特別利

ら第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、

第17条から第19条まで及び第23条から第33条

までを含む。次条第３項において同じ。）の

規定を適用する。この場合において、第39条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第３

号に掲げる小学校就学前子どもの数」とある

のは「利用の申込みに係る法第19条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３

歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この節において同

じ。）」とあるのは「同条第１号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（第52条第１項の規

定により特定利用地域型保育を提供する場合

にあっては、当該特定利用地域型保育の対象

となる法第19条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

を含む。）」と、「同号」とあるのは「法第

19条第３号」と、「法第20条第４項の規定に

よる認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満３歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽

選、申込みを受けた順序により決定する方法、

当該特定地域型保育事業者の保育に関する理

念、基本方針等に基づく選考その他公正な方

法により」と、第43条第１項中「教育・保育

給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給

付認定保護者（特別利用地域型保育の対象と

なる法第19条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに
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改  正  後 改  正  前

用地域型保育の対象となる教育認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第２

号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第３項中「前２項」と

あるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」

とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」と

あるのは「掲げる費用及び食事の提供（第13

条第４項第３号イ又はロに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前

４項」とあるのは「前３項」とする。

係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第２

号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第３項中「前２項」と

あるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」

とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」と

あるのは「掲げる費用及び食事の提供（第13

条第４項第３号イ又はロに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前

４項」とあるのは「前３項」とする。

第51条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以

上限定小規模保育事業者に限る。以下この条

において同じ。）が教育認定子どもに対し特

別利用地域型保育を提供する場合には、法第

46条第１項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合に

は、当該特別利用地域型保育に係る教育認定

子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳以上保育認定子どもの総数

が、第37条第３項の規定により定められた利

用定員の数を超えないものとする。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給

付費を、それぞれ含むものとして、この節（第

37条第２項、第39条第２項及び第40条第２項
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改  正  後 改  正  前

を除き、第50条において準用する第８条から

第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、

第17条から第19条まで及び第23条から第33条

までを含む。）の規定を適用する。この場合

において、第39条第３項中「第19条第２号」

とあるのは「第19条第１号」と、「満３歳以

上保育認定子ども」とあるのは「教育認定子

ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同

号」とあるのは「法第19条第２号」と、「法

第20条第４項の規定による認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満３

歳未満保育認定子どもが優先的に利用できる

よう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定地域型保

育事業者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により」と、第

43条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の

対象となる教育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項

中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第２項第２号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」

と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前

２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げ

る費用及び食事の提供（第13条第４項第３号

イ又はロに掲げるものを除く。）に要する費
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改  正  後 改  正  前

用」と、同条第５項中「前４項」とあるのは

「前３項」とする。

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準）

第52条 特定地域型保育事業者（満３歳以上限

定小規模保育事業者を除く。以下この条にお

いて同じ。）が満３歳以上保育認定子どもに

対し特定利用地域型保育を提供する場合に

は、法第46条第１項に規定する地域型保育事

業の認可基準を遵守しなければならない。

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項

に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、

当該特定利用地域型保育に係る満３歳以上保

育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳以上保育認定子ども

（第51条第１項の規定により特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特別利

用地域型保育の対象となる教育認定子どもを

含む。）の総数が、第37条第２項の規定によ

り定められた利用定員の数を超えないものと

する。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、

当該特定利用地域型保育に係る法第19条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び特定地域型

保育事業所を現に利用している同条第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（前条第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特別利用地域型保育の対象となる

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）の総数が、第37条第２項の規定により

定められた利用定員の数を超えないものとす

る。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特定利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給

付費を、それぞれ含むものとして、この節の

規定を適用する。この場合において、第43条

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特定利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給

付費を、それぞれ含むものとして、この節の

規定を適用する。この場合において、第43条
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改  正  後 改  正  前

第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者に限る。」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対

象となる満３歳以上保育認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教

育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同

条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあ

るのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利

用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保

育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保

育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除く。）に係る第13条第４項第３号イ又

はロに掲げるものを除く。）に要する費用」

とする。

第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあ

るのは「教育・保育給付認定保護者（特定利

用地域型保育の対象となる法第19条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認

定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法

第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第30条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条

第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の

対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに

対するもの及び満３歳以上保育認定子ども

（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以

上保育認定子どもをいう。）に係る第13条第

４項第３号イ又はロに掲げるものを除く。）

に要する費用」とする。

（下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年下呂市条例

第26号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（最低基準の目的） （最低基準の目的）

第２条 最低基準は、市長の監督に属する家庭

的保育事業等を利用している乳児又は幼児

（満３歳に満たない者に限り、法第６条の３

第９項第２号、同条第10項第２号、同条第11

項第２号又は同条第12項第２号の規定に基づ

き保育が必要と認められる児童であって満３

歳以上のものについて保育を行う場合若しく

第２条 最低基準は、市長の監督に属する家庭

的保育事業等を利用している乳児又は幼児

（満３歳に満たない者に限り、法第６条の３

第９項第２号、同条第10項第２号、同条第11

項第２号又は同条第12項第２号の規定に基づ

き保育が必要と認められる児童であって満３

歳以上のものについて保育を行う場合にあっ
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改  正  後 改  正  前

は同条第10項第３号の規定に基づき保育を必

要とする児童であって満３歳以上のものにつ

いて保育を行う場合にあっては、当該児童を

含む。以下同じ。）（以下「利用乳幼児」と

いう。）が、明るくて、衛生的な環境におい

て、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた

職員（家庭的保育事業等を行う事業所（以下

「家庭的保育事業所等」という。）の管理者

を含む。以下同じ。）が保育を提供すること

により、心身ともに健やかに育成されること

を保障するものとする。

ては、当該児童を含む。以下同じ。）（以下

「利用乳幼児」という。）が、明るくて、衛

生的な環境において、素養があり、かつ、適

切な訓練を受けた職員（家庭的保育事業等を

行う事業所（以下「家庭的保育事業所等」と

いう。）の管理者を含む。以下同じ。）が保

育を提供することにより、心身ともに健やか

に育成されることを保障するものとする。

（保育所等との連携） （保育所等との連携）

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育

事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」

という。）を除く。以下この条、第７条第１

項、第14条第１項及び第２項、第15条第１項、

第２項及び第５項、第16条並びに第17条第１

項から第３項までにおいて同じ。）は、利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ、及び家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要

な教育（教育基本法（平成18年法律第120号）

第６条第１項に規定する法律に定める学校に

おいて行われる教育をいう。第３号において

同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項（法第６条の３第10項第３号

に掲げる事業（以下「満３歳以上限定小規模

保育事業」という。）を行う事業者（以下「満

３歳以上限定小規模保育事業者」という。）

にあっては、第１号及び第２号に掲げる事項）

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育

事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」

という。）を除く。以下この条、第７条第１

項、第14条第１項及び第２項、第15条第１項、

第２項及び第５項、第16条並びに第17条第１

項から第３項までにおいて同じ。）は、利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ、及び家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要

な教育（教育基本法（平成18年法律第120号）

第６条第１項に規定する法律に定める学校に

おいて行われる教育をいう。第３号において

同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育

所、幼稚園又は認定こども園（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなければなら

ない。
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改  正  後 改  正  前

に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認

定こども園（以下「連携施設」という。）を

適切に確保しなければならない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 当該家庭的保育事業者等（満３歳以上

限定小規模保育事業者を除く。第６項及び

第７項において同じ。）により保育の提供

を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事

業（法第６条の３第12項に規定する事業所

内保育事業をいう。以下同じ。）の利用乳

幼児にあっては、第42条に規定するその他

の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第

６項第１号において同じ。）を、当該保育

の提供の終了に際して、当該利用乳幼児に

係る保護者の希望に基づき、引き続き当該

連携施設において受け入れて教育又は保育

を提供すること。

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の

提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保

育事業（法第６条の３第12項に規定する事

業所内保育事業をいう。以下同じ。）の利

用乳幼児にあっては、第42条に規定するそ

の他の乳児又は幼児に限る。以下この号及

び第６項第１号において同じ。）を、当該

保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼

児に係る保護者の希望に基づき、引き続き

当該連携施設において受け入れて教育又は

保育を提供すること。

２～６ （略） ２～６ （略）

７ 前項第２号に該当する場合において、家庭

的保育事業者等は、法第59条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が

20人以上のものに限る。）又は満３歳以上限

定小規模保育事業を行う事業所であって、市

長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う者として適切に

確保しなければならない。

７ 前項第２号に該当する場合において、家庭

的保育事業者等は、法第59条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が

20人以上のものに限る。）であって、市長が

適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事

項に係る連携協力を行う者として適切に確保

しなければならない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

（家庭的保育事業所等内部の規程） （家庭的保育事業所等内部の規程）

第18条 家庭的保育事業者等は、次の各号に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する

第18条 家庭的保育事業者等は、次の各号に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する
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改  正  後 改  正  前

規程を定めておかなければならない。 規程を定めておかなければならない。

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略）

(６) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員（満

３歳以上限定小規模保育事業者にあって

は、満３歳以上の幼児の利用定員）

(６) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員

(７)～(11) （略） (７)～(11) （略）

（小規模保育事業の区分） （小規模保育事業の区分）

第27条 小規模保育事業は、小規模保育事業Ａ

型、小規模保育事業Ｂ型（満３歳以上限定小

規模保育事業を除く。）及び小規模保育事業

Ｃ型（満３歳以上限定小規模保育事業を除

く。）とする。

第27条 小規模保育事業は、小規模保育事業Ａ

型、小規模保育事業Ｂ型及び小規模保育事業

Ｃ型とする。

（職員） （職員）

第29条 （略） 第29条 （略）

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 お

おむね15人につき１人（法第６条の３第10

項第２号又は第３号の規定に基づき受け入

れる場合に限る。次号において同じ。）

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 お

おむね15人につき１人（法第６条の３第10

項第２号の規定に基づき受け入れる場合に

限る。次号において同じ。）

(４) （略） (４) （略）

３ （略） ３ （略）

（利用定員） （利用定員）

第35条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第６条の

３第10項第１号の規定にかかわらず、その利

用定員を６人以上10人以下とする。

第35条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第６条の

３第10項の規定にかかわらず、その利用定員

を６人以上10人以下とする。
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（準用） （準用）

第48条 第24条から第26条まで及び第28条の規

定は、小規模型事業所内保育事業について準

用する。この場合において、第24条中「家庭

的保育事業を行う者（次条及び第26条におい

て「家庭的保育事業者」という。）」とある

のは「小規模型事業所内保育事業を行う者（第

48条において準用する次条及び第26条におい

て「小規模型事業所内保育事業者」という。）」

と、第25条及び第26条中「家庭的保育事業者」

とあるのは「小規模型事業所内保育事業者」

と、第28条中「小規模保育事業所Ａ型」とあ

るのは「小規模型事業所内保育事業所」と、

同条第１号中「調理設備」とあるのは「調理

設備（当該小規模型事業所内保育事業所を設

置及び管理する事業主が事業場に附属して設

置する炊事場を含む。）」とする。

第48条 第24条から第26条まで及び第28条の規

定は、小規模型事業所内保育事業について準

用する。この場合において、第24条中「家庭

的保育事業を行う者（次条及び第26条におい

て「家庭的保育事業者」という。）」とある

のは「小規模型事業所内保育事業を行う者（第

48条において準用する次条及び第26条におい

て「小規模型事業所内保育事業者」という。）」

と、第25条及び第26条中「家庭的保育事業者」

とあるのは「小規模型事業所内保育事業者」

と、第28条中「小規模保育事業所Ａ型」とあ

るのは「小規模型事業所内保育事業所」と、

同条第１号中「調理設備」とあるのは「調理

設備（当該小規模型事業所内保育事業所を設

置及び管理する事業主が事業場に附属して設

置する炊事場を含む。）」と、同条第４号中

「次号」とあるのは「第48条において準用す

る第28条第５号」とする。

附 則 附 則

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置）

第３条 家庭的保育事業者等（満３歳以上限定

小規模保育事業者及び特例保育所型事業所内

保育事業者を除く。）は、連携施設の確保が

著しく困難であって、子ども・子育て支援法

第59条第４号に規定する事業による支援その

他の必要な適切な支援を行うことができると

市が認める場合は、第６条第１項本文の規定

にかかわらず、この条例の施行の日から起算

第３条 家庭的保育事業者等は、連携施設の確

保が著しく困難であって、子ども・子育て支

援法第59条第４号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うことができ

ると市が認める場合は、第６条第１項本文の

規定にかかわらず、この条例の施行の日から

起算して15年を経過する日までの間、連携施

設の確保をしないことができる。

-108-



改  正  後 改  正  前

して15年を経過する日までの間、連携施設の

確保をしないことができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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                        【参考資料】

児童福祉法等の一部を改正する内閣府令に伴う関係条例の一

部を改正する条例要綱

１．改正理由

児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこども家庭庁関係内閣府令

の整備等に関する内閣府令（令和８年内閣府令第３号）の公布に伴い、関係条例の一部

を改正するものです。

２．概要

(１) これまで０歳から２歳までの児童を対象としていた小規模保育事業において、

法改正に伴い、新たに満３歳以上の児童を対象とする事業が創設されることから、

受け入れ可能な利用定員の設定や児童の年齢に応じた保育士の配置基準等の市

が定めるべき運営基準等を加える改正を行います。

（第１条による改正中第２条、第６条、第７条、第９条、第 12 条、第 13 条、第 20

条、第 22 条、第 25 条、第 35 条、第 36 条、第 37 条、第 39 条、第 40 条、第 41

条、第 42 条、第 43 条、第 46 条、第 47 条、第 48 条、第 49 条、第 50 条、第 51

条、第 52 条、第２条による改正中第２条、第６条、第 27 条、第 29 条、第 35 条、

第 48 条、附則第３条関係）

(２) この条例は、公布の日から施行します。

（附則関係）
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議第 82 号

下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和８年内閣

府令第 10 号）の公布に伴い、当該条例の一部を改正するもの。
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下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年下呂市条例第26号）

の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（職員） （職員）

第29条 （略） 第29条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する

保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師

等」という。）を、１人に限り、保育士とみ

なすことができる。

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する

保健師又は看護師を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当た

っては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務す

る理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心

理担当職員（学校教育法（昭和22年法律第26

号）の規定による大学（短期大学を除く。）

若しくは大学院において、心理学を専修する

学科、研究科若しくはこれに相当する課程を

修めて卒業した者であって、個人及び集団心

理療法の技術を有するもの又はこれと同等以

上の能力を有すると認められる者をいう。）

又は障害児の療育に関する知識及び経験を有

する者であって、障害児の療育の指導を行う

業務に５年以上従事した経験を有するものの

いずれかに該当し、かつ、子育てに関する知

識及び経験を有する者（以下「特定理学療法

士等」という。）を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学

療法士等が保育を行うに当たっては、当該小
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改  正  後 改  正  前

規模保育事業所Ａ型の保育士による支援を受

けることができる体制を確保しなければなら

ない。

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学

療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模保育事業所Ａ型の保育士（前項ただし

書の規定による支援を行う保育士を除く。）

による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。

（職員） （職員）

第31条 （略） 第31条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する

看護師等を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する

保健師又は看護師を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当た

っては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務す

る特定理学療法士等を、１人に限り、保育士

とみなすことができる。ただし、当該特定理

学療法士等が保育を行うに当たっては、当該

小規模保育事業所Ｂ型の保育士による支援を

受けることができる体制を確保しなければな

らない。

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学

療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし

書の規定による支援を行う保育士を除く。）
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改  正  後 改  正  前

による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。

（職員） （職員）

第44条 （略） 第44条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該保育所型事業所内保育事業所に勤

務する看護師等を１人に限り、保育士とみな

すことができる。

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該保育所型事業所内保育事業所に勤

務する保健師又は看護師を１人に限り、保育

士とみなすことができる。

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当た

っては、当該保育所型事業所内保育事業所に

勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該

特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該保育所型事業所内保育事業所の保育

士による支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学

療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

保育所型事業所内保育事業所の保育士（前項

ただし書の規定による支援を行う保育士を除

く。）による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。

（職員） （職員）

第47条 （略） 第47条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模型事業所内保育事業所に勤

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっ

ては、当該小規模型事業所内保育事業所に勤
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改  正  後 改  正  前

務する看護師等を、１人に限り、保育士とみ

なすことができる。

務する保健師又は看護師を、１人に限り、保

育士とみなすことができる。

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当た

っては、当該小規模型事業所内保育事業所に

勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該

特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模型事業所内保育事業所の保育

士による支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学

療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

小規模型事業所内保育事業所の保育士（前項

ただし書の規定による支援を行う保育士を除

く。）による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。

附 則 附 則

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所

内保育事業所の職員配置に係る特例）

（母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う経過

措置）

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所、

認定こども園（子ども・子育て支援法第27条

第１項の確認を受けたものに限る。）又は家

庭的保育事業等（満３歳以上限定小規模保育

事業を除く。）が不足していることに鑑み、

当分の間、第29条第２項各号又は第44条第２

項各号に定める数の合計数が一となる時は、

第29条第２項又は第44条第２項に規定する保

育士の数は１人以上とすることができる。た

だし、配置される保育士の数が１人となる時

第６条 この条例の公布の日から次代の社会を

担う子どもの健全な育成を図るための次世代

育成支援対策推進法等の一部を改正する法律

（平成26年法律第28号）の施行の日の前日ま

での間は、第37条第４号中「母子及び父子並

びに寡婦福祉法」とあるのは「母子及び寡婦

福祉法」と、「第６条第５項」とあるのは「第

６条第４項」とする。
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改  正  後 改  正  前

は、当該保育士に加えて、保育士と同等の知

識及び経験を有すると市町村長が認める者を

置かなければならない。

第７条 前条の事情に鑑み、当分の間、第29条

第２項又は第44条第２項に規定する保育士の

数の算定については、幼稚園教諭若しくは小

学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職

員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２

項に規定する普通免許状をいう。）を有する

者を、保育士とみなすことができる。

第８条 附則第６条の事情に鑑み、当分の間、

１日につき８時間を超えて開所する小規模保

育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業

所（以下この条において「小規模保育事業所

Ａ型等」という。）において、開所時間を通

じて必要となる保育士の総数が当該小規模保

育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じ

て置かなければならない保育士の数を超える

ときは、第29条第２項又は第44条第２項に規

定する保育士の数の算定については、保育士

と同等の知識及び経験を有すると市長が認め

る者を、開所時間を通じて必要となる保育士

の総数から利用定員の総数に応じて置かなけ

ればならない保育士の数を差し引いて得た数

の範囲で、保育士とみなすことができる。

第９条 前２条の規定を適用する時は、保育士

を、前２条の規定の適用がないものとした場

合の第29条第２項又は第44条第２項により算
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改  正  後 改  正  前

定される保育士の数の３分の２以上、置かな

ければならない。

附 則（令和６年６月26日条例第28号） 附 則（令和６年６月26日条例第28号）

１ （略） １ （略）

（経過措置） （経過措置）

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑

み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがある

ときは、令和10年３月31日までの間、この条

例による改正後の下呂市家庭的保育事業等の

設置及び運営に関する基準を定める条例（次

項において「家庭的保育事業等基準条例」と

いう。）第29条第２項、第31条第２項、第44

条第２項及び第47条第２項の規定（満３歳以

上満４歳に満たない児童に対し保育を提供す

る保育士及び保育従事者の数に関する部分に

限る。）は、適用しない。この場合において、

この条例による改正前の下呂市家庭的保育事

業等の設置及び運営に関する基準を定める条

例第29条第２項、第31条第２項、第44条第２

項及び第47条第２項の規定（満３歳以上満４

歳に満たない児童に対し保育を提供する保育

士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）

は、この条例の施行日以降においても、なお

その効力を有する。

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑

み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがある

ときは、当分の間、この条例による改正後の

下呂市家庭的保育事業等の設置及び運営に関

する基準を定める条例（次項において「家庭

的保育事業等基準」という。）第29条第２項、

第31条第２項、第44条第２項及び第47条第２

項の規定は、適用しない。この場合において、

この条例による改正前の下呂市家庭的保育事

業等の設置及び運営に関する基準を定める条

例第29条第２項、第31条第２項、第44条第２

項及び第47条第２項の規定は、この条例の施

行日以降においても、なおその効力を有する。

３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑

み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがある

ときは、当分の間、家庭的保育事業等基準条

例第29条第２項、第31条第２項、第44条第２

項及び第47条第２項の規定（満４歳以上の児

童に対し保育を提供する保育士及び保育従事
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改  正  後 改  正  前

者の数に関する部分に限る。）は、適用しな

い。この場合において、この条例による改正

前の下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例第29条第２項、第

31条第２項、第44条第２項及び第47条第２項

の規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供

する保育士及び保育従事者の数に関する部分

に限る。）は、この条例の施行の日以後にお

いても、なおその効力を有する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和８年内

閣府令第 10 号）の公布に伴い、当該条例の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 家庭的保育事業所等は、理学療法士等を１人に限り、保育士とみなすことがで

き、体制を確保しなければならないこととします。

（第 29 条、第 31 条、第 44 条、第 47 条、制定附則関係）

(２) 保育所及び小規模保育事業所Ａ型等に配置する職員数について、「当面の間」

従前の例によることとする経過措置の期限を「令和９年度末」までとします。

（改正附則関係）

(３) この条例は、公布の日から施行します。

（附則関係）
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議第 83 号

児童福祉・子ども子育て関係の基準府省令の一部改正に伴う

関係条例の一部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第 104 号）の公布に伴い、関係条例の一部

を改正するもの。
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児童福祉・子ども子育て関係の基準府省令の一部改正に伴う関係条例

の一部を改正する条例

（下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 下呂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年下呂市条例

第26号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（児童対象性暴力等の防止）

第13条 家庭的保育事業者等は、法第34条の16

第４項において準用する法第21条の５の18第

４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学

校設置者等及び民間教育保育等事業者による

児童対象性暴力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第69号）第２条第２

項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下

この条において同じ。）を防止し、及び児童

対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を

適切に保護するため、児童等対象業務従事者

（利用乳幼児と接する業務に従事する者のう

ち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の

下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規

定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要

な措置を講じなければならない。

第13条 削除

（下呂市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 下呂市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和８年下呂市条

例第21号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（児童対象性暴力等の防止）

第13条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第34

条の16第４項において準用する法第21条の５
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改  正  後 改  正  前

の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力

等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者

による児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律（令和６年法律第69号）第２

条第２項に規定する児童対象性暴力等をい

う。以下この条において同じ。）を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用

乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業

務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事す

る者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のあ

る環境の下で当該利用乳幼児に接するものを

いう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第

１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その

他の必要な措置を講じなければならない。

附 則

この条例は、令和８年12月25日から施行する。
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                        【参考資料】

児童福祉・子ども子育て関係の基準府省令の一部改正に伴う関

係条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第 104 号）の公布に伴い、関係条例の一

部を改正するものです。

２．概要

(１) 児童福祉・子ども子育て関係の基準府省令に「従うべき基準」として追加され

た「児童対象性暴力等の防止の規定」を関係条例に追加します。

（第１条による改正中第 13 条、第２条による改正中第 13 条の２関係）

(２) この条例は、令和８年 12 月 25 日から施行します。

（附則関係）
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議第 84 号

下呂市立休日診療所設置条例を廃止する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

医療従事者の確保が困難なことから、下呂市立休日診療所を廃止するため、当該条例を

廃止するもの。
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下呂市立休日診療所設置条例を廃止する条例

下呂市立休日診療所設置条例（平成19年下呂市条例第17号）は、廃止する。

附 則

この条例は、令和８年11月１日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市立休日診療所設置条例を廃止する条例要綱

１．廃止理由

医療従事者の確保が困難なことから、下呂市立休日診療所を廃止するため、当該条例

を廃止するものです。

２．概要

(１) 下呂市立休日診療所設置条例を廃止します。

（本則関係）

(２) この条例は、令和８年 11 月１日から施行します。

（附則関係）
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議第 85 号

下呂市附属機関設置条例及び下呂市非常勤の特別職職員の報

酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

本市の農業関係機関・団体・農業者等による附属機関を設置し、有機農業実施計画の作

成及びその円滑な取組に関する必要な事項を協議し、環境にやさしい農業を実現するため、

当該条例の一部を改正するもの。
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下呂市附属機関設置条例及び下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例

（下呂市附属機関設置条例の一部改正）

第１条 下呂市附属機関設置条例（平成16年下呂市条例第16号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

附属機関

の属する

執行機関

附属機関 所掌事務

附属機関

の属する

執行機関

附属機関 所掌事務

市長 下呂市公の施設指定管理者

選定委員会の項～下呂市農

業融資制度推進会議の項

（略）

市長 下呂市公の施設指定管理者

選定委員会の項～下呂市農

業融資制度推進会議の項

（略）

下呂市有

機農業推

進協議会

有機農業実施計画

の作成及びその円

滑な取組に関する

必要な事項を協議

する。

下呂市森林管理委員会の項

～下呂市下呂温泉合掌村経

営改善委員会の項 （略）

下呂市森林管理委員会の項

～下呂市下呂温泉合掌村経

営改善委員会の項 （略）

教育委員会の部 （略） 教育委員会の部 （略）

（下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第２条 下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成16年下呂市条例第44号）

の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係）

区分 報酬 費用弁償 区分 報酬 費用弁償

教育委員会委員の項～鳥 下呂市職員 教育委員会委員の項～鳥 下呂市職員
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改  正  後 改  正  前

獣被害対策実施隊員の部

（略）

等の旅費に

関する条例

（平成16年

下呂市条例

第51号）に

おける行政

職給料表の

７級の職務

にある者の

旅費の例に

よる。ただ

し、内国旅

行の旅費の

うち日当、

宿泊料及び

食卓料につ

いては、同

条例別表第

１その他の

区分を適用

する。

獣被害対策実施隊員の部

（略）

等の旅費に

関する条例

（平成16年

下呂市条例

第51号）に

おける行政

職給料表の

７級の職務

にある者の

旅費の例に

よる。ただ

し、内国旅

行の旅費の

うち日当、

宿泊料及び

食卓料につ

いては、同

条例別表第

１その他の

区分を適用

する。

下呂市有機農業

推進協議会委員

日

額

6,0

00

円

森林管理委員会委員の項

～地方自治法第174条に定

める専門委員並びに地方

公務員法（昭和25年法律

第261号）第３条第３項第

２号、第３号及び第３号

の２に該当する職にある

者のうち、前各号に該当

しないものの項 （略）

森林管理委員会委員の項

～地方自治法第174条に定

める専門委員並びに地方

公務員法（昭和25年法律

第261号）第３条第３項第

２号、第３号及び第３号

の２に該当する職にある

者のうち、前各号に該当

しないものの項 （略）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市附属機関設置条例及び下呂市非常勤の特別職職員の報

酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

本市の農業関係機関・団体・農業者等による附属機関を設置し、有機農業実施計画の

作成及びその円滑な取組に関する必要な事項を協議し、環境にやさしい農業を実現する

ため、当該条例の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 附属機関に「下呂市有機農業推進協議会」を加えます。

（第１条中別表関係）

(２) 非常勤の特別職職員に「下呂市有機農業推進協議会委員」を加えます。

（第２条中別表関係）

(３) この条例は、公布の日から施行します。

（附則関係）
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議第 86 号

下呂市体育施設条例の一部を改正する条例について

上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長 山 内  登

  提 案 理 由

萩原あさぎり総合グラウンド内の弓道場において、個人で利用する場合の負担軽減及び利

便性向上を図るため、当該条例の一部を改正するもの。
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下呂市体育施設条例の一部を改正する条例

下呂市体育施設条例（平成16年下呂市条例第167号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

別表第３（第９条関係） 別表第３（第９条関係）

１ 基本使用料 １ 基本使用料

○萩原体育館施設等

表 （略）

○萩原体育館施設等

表 （略）

○萩原あさぎり総合グラウンド ○萩原あさぎり総合グラウンド

区分 施設使用料（１時

間）

照明使

用料

区分 施設使用料（１時

間）

照明使

用料

施設名 市外在

住者

市内在

住者

照明料 施設名 市外在

住者

市内在

住者

照明料

野球場の項～テニスコートの項 （略） 野球場の項～テニスコートの項 （略）

弓道

場

団体 570円 410円 60分

310円

弓道場 570円 410円 60分

310円

個人

（１

人当

た

り）

130円

（照明

含む）

100円

（照明

含む）

クラブハウス内ミーティングルームの

部 （略）

クラブハウス内ミーティングルームの

部 （略）

○萩原あさぎり総合体育館～○馬瀬グラウンド ○萩原あさぎり総合体育館～○馬瀬グラウンド

表 （略） 表 （略）

２ 加算使用料等 （略） ２ 加算使用料等 （略）

附 則

この条例は、令和８年10月１日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市体育施設条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

萩原あさぎり総合グラウンド内の弓道場において、個人で利用する場合の負担軽減及

び利便性向上を図るため、当該条例の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 現在の使用料を団体で使用するときの料金とし、個人（１人当たり）で利用する

ときの使用料を新設します。

（第９条関係）

(２) この条例は、令和８年 10 月１日から施行します。

（附則関係）
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議第 87 号

下呂市分担金徴収条例の一部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

自然災害の突発的な被災から迅速に農林業施設災害復旧事業を行うため、また、生活道

路としても利用される農道のインフラ整備事業について、分担金の軽減を図り事業を円滑

に推進するため、当該条例の一部を改正するもの。
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   下呂市分担金徴収条例の一部を改正する条例

下呂市分担金徴収条例（平成16年下呂市条例第64号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（分担金の額） （分担金の額）

第３条 分担金等は、事業ごとに毎年度当該事

業費の額に、それぞれ別表に掲げる率を乗じ

て得た額とする。ただし、算出した額に1,000

円未満の端数があるときは、これを切り捨て

るものとする。

（分担金の免除）

第３条の２ 次の各号のいずれかに該当する

事業は、分担金を徴収しない。

（１）市単独事業の農道整備事業

（２）農道舗装事業

（３）農業用施設災害復旧事業

（４）林道災害復旧事業

第３条 分担金等は、事業ごとに毎年度当該事

業費の額に、それぞれ別表に掲げる率を乗じ

て得た額とする。

別表（第１条、第３条関係） 別表（第１条、第３条関係）

事業名 区分 受益者負担率 事業名 区分 受益者負担率

土地改良事業の部 （略） 土地改良事業の部 （略）

農道整備事

業

県営事業の項～県単補

助事業の項 （略） 農道整備事

業

県営事業の項～県単補

助事業の項 （略）

市単独

事業

20％

農道舗装事

業
一律 10％

草地林地一体的利用総合整備事業の

部 （略）

草地林地一体的利用総合整備事業の

部 （略）

農地災害復 国の査 事業費の額か 農地災害復 国の査 事業費の額か
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改  正  後 改  正  前

旧事業 定した

事業

ら国・県から

交付を受けた

補助金の額を

控除した額の

75％

旧事業 定した

事業

ら国・県から

交付を受けた

補助金の額を

控除した額

（以下「補助

残額」とい

う。）の75％

市単独

事業
15％

市単独

事業
15％

林道開設・改築事業の部～林道舗装事

業の部 （略）

農業用施設

災害復旧事

業

国の査

定した

事業

補助残額の

75％

市単独

事業
15％

林道開設・改築事業の部～林道舗装事

業の部 （略）

コミュニティ施設等整備事業の部～ラ

イフライン保全対策事業の項 （略）

林道災害復

旧事業

国の査

定した

事業

補助残額の

10％

市単独

事業
５％

コミュニティ施設等整備事業の部～ラ

イフライン保全対策事業の項 （略）

※峰越林道における開設・改良、舗装は、頂

上より半径500ｍ以内は免除とする。

※峰越林道における開設・改良、舗装、災害

復旧事業は、頂上より半径500ｍ以内は免

除とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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                        【参考資料】

下呂市分担金徴収条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

自然災害の突発的な被災から迅速に農林業施設災害復旧事業を行うため、また、生活

道路としても利用される農道のインフラ整備事業について、分担金の軽減を図り事業を

円滑に推進するため、当該条例の一部を改正するものです。

２．概要

(１) 事業により相違のある分担金の計算方法の統一を図り、1,000 円未満の端数につ

いては切り捨てるものとします。

（第３条関係）

(２) 次の事業に係る分担金を徴収しないものとします。

①農道整備事業（市単独事業）

②農道舗装事業

③農業用施設災害復旧事業

④林道災害復旧事業

（別表関係）

(３) この条例は、公布の日から施行します。

（附則関係）
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議第 88 号

下呂市育英資金条例の一部を改正する条例について

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

提 案 理 由

児童手当（国制度）や代替支援制度（県奨学給付金）等の拡充により、限りある基金を

経済支援からグローバル人材の育成（国際交流）へとシフトするため、当該条例の一部を

改正するもの。
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下呂市育英資金条例の一部を改正する条例

下呂市育英資金条例（平成16年下呂市条例第157号）の一部を次のように改正する。

改  正  後 改  正  前

（目的） （目的）

第１条 この条例は、教育、文化、体育等で国

際交流を目的として行う海外研修（以下「海

外研修」という。）を行う者に対し、育英資

金（以下「資金」という。）の貸与を行うこ

とにより、有能な人材を育成することを目的

とする。

第１条 この条例は、学費の支弁が困難な生計

の状態にあって高等教育を目指す者並びに教

育、文化、体育等で国際交流を目的として行

う海外研修（以下「海外研修」という。）を

行う者に対し、育英資金（以下「資金」とい

う。）の給付及び貸与（以下「給貸与」とい

う。）を行うことにより、有能な人材を育成

することを目的とする。

（貸与の対象者） （給貸与の対象者及び区分）

第２条 資金の貸与の対象者は、次に掲げる者

で、市長が認めた者とする。ただし、市内に

住所を有する世帯に属する者又は属していた

者に限る。

第２条 資金の給貸与の対象者及び区分は、次

のいずれかに掲げる者で、市長が認めた者と

する。ただし、市内に住所を有する世帯に属

し、又は属していた者に限る。

(１) 中学生海外派遣事業に参加する中学校

の生徒

(１) 高等学校等の生徒には給付する。

(２) 海外研修を行う高等学校の生徒 (２) 大学生等（高等専門学校の生徒を含

む。）に対しては貸与する。

(３) 中学校及び高等学校の生徒で海外研修

を行う者に対しては貸与する。

（貸付利率及び返納） （貸付利率及び返納）

第３条 資金の貸与を受けた者は、次に定める

ところにより返納しなければならない。

第３条 前条第２号及び第３号で貸与を受けた

者は、次に定めるところにより返納しなけれ

ばならない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）
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改  正  後 改  正  前

（状況報告） （状況報告）

第４条 市長は、資金の貸与を受けた者に対し、

海外研修の状況について報告又は書類の提出

等を求めることができる。

第４条 資金の給貸与を受けた者は、市の規則

の定めるところにより、その状況を市長に報

告しなければならない。

（返還等） （返還等）

第５条 市長は資金の貸与を受けた者が当該目

的以外に使用したとき、又はこの条例及び規

則に違反したときは、当該資金の全部又は一

部を返還させることができる。

第５条 市長は資金の給貸与を受けた者が当該

目的以外に使用したとき、又はこの条例及び

規則に違反したときは、当該資金の全部又は

一部を返還させることができる。

（委任） （委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、資金の

貸与に関し必要な事項は、市長が定める。

第６条 この条例に定めるもののほか、資金の

給付及び貸与に関し必要な事項は、市長が定

める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ 改正後の下呂市育英資金条例に関する規定は、この条例の施行日以後に決定した貸与について

適用し、施行日前までに決定した給付及び貸与については、なお従前の例による。
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                       【参考資料】

×××下呂市育英資金条例の一部を改正する条例要綱

１．改正理由

× 児童手当（国制度）や代替支援制度（県奨学給付金）等の拡充により、限りある基金

を経済支援からグローバル人材の育成（国際交流）へとシフトするため、当該条例の一

部を改正するものです。

２．概要

×(１)×高等学校、高等専門学校及び大学の学費に対する支援を目的とした給付及び貸与

を廃止し、国際交流を目的として行う海外研修に係る費用に対する支援のみとしま

す。

（第６条、第 23 条、第 37 条関係）

×(２)×この条例は、公布の日から施行します。

（附則第１項関係）

×(３)×改正後の規定は、施行日以後に決定した貸与について適用し、施行日前までに決

定した給付及び貸与については、なお従前の例によるものとします。

（附則第２項関係）

-141-



議第 89 号

令和８年度下呂市立金山病院事業会計への繰出について

地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第６条の規定により、令和８年度下呂市一般会

計は次のとおり、令和８年度下呂市立金山病院事業会計へ繰出するものとする。

繰出額 340,000 千円

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

  提 案 理 由

医業収益等の全ての収入を充てても不足する病院事業運営経費に対し、繰出基準を超

えて繰出することについて議決を求めるもの。
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令和７年度下呂市一般会計及び特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度下呂市

一般会計及び特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定

に付す。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内 登

認第１号 令和７年度下呂市一般会計決算の認定について

認第２号 令和７年度下呂市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）決算の認定に

ついて

認第３号 令和７年度下呂市後期高齢者医療特別会計決算の認定について

認第４号 令和７年度下呂市介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）決算の認定に

ついて

認第５号 令和７年度下呂市介護保険特別会計（保険事業勘定）決算の認定について

認第６号 令和７年度下呂市国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）決算の認定に

ついて

認第７号 令和７年度下呂市下呂財産区特別会計決算の認定について

認第８号 令和７年度下呂市学校給食費特別会計決算の認定について
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令和７年度下呂市公営企業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 30 条第４項の規定により、令和７年度下

呂市公営企業会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付

す。

令和８年８月 27 日提出

下呂市長  山 内  登

認第９号 令和７年度下呂市水道事業会計決算の認定について

認第 10 号 令和７年度下呂市下水道事業会計決算の認定について

認第 11 号 令和７年度下呂市下呂温泉合掌村事業会計決算の認定について

認第 12 号 令和７年度下呂市立金山病院事業会計決算の認定について
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